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概 要

結婚の意思決定は極めて個人的な問題であるが、現在進行している晩

婚化・未婚化現象とその結果である少子化現象は、個人の問題としてかた

ずけるにはあまりに広範であり、また、それは 1970年代後半以後の社会

経済のあり方とも密接に関係しているという意味で社会問題でもある。ま

た、逆に、現在増加中のパラサイトシングルや少子化現象は現行の社会制

度や企業に対して若者層が適応している姿であると見ることもできる。具

体的な研究対象として本研究で扱った問題は、結婚の意思決定メカニズム

を実証的に検討することである。利用するデータは、財団法人家計経済研

究所「消費生活に関するパネル調査」の 1993-1997年分である。本研究で

は、①結婚選択と就業・居住形態との関係、②居住形態と就業形態との関

係の 2点についてのパネル・プロビット分析を行なった。結果として、前

年の本人の収入、年齢、親との同居が、結婚の意思決定に対して負に有意

となることが確認された。非正規就業や無業状態は結婚の選択に対して

正に有意となったが、場合分けを行うと限定的なものであることがわかっ

た。また、多くのケースで非正規就業と同居選択とが正の関係にあること

がわかった。このことから、非正規就業は同居するという条件の下では、

結婚に対して負の影響を持っていると考えられる。
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1 はじめに

国立社会保障・人口問題研究所による 2002年度「将来人口推計」では、

女性一人が生涯に産む子どもの数（出生率）は 2000年で 1.36、長期的に

も 1.39にとどまると予測している。前回（1997年度）の推計では出生率

は 1.61まで回復するとされていたが、今回の推計では、子どものない夫

婦や生涯独身女性が増えていることから、1.39にまでしか回復しないと

仮定している。その結果、実際に生まれる子どもの数は、現在年間に約

120万人であるが、2050年には 67万人とほぼ半減すると見込まれている。

反面、2000年に 2204万人であった 65歳以上の人口が、2025年に 3473万

人と 57％も増加し、2050年には 3586万人に増えると見込まれているこ

とである。

日本の総人口は2006年に12714万人をピークとして、2025年には12113

万人、2050年には 10059万人にまで減少する。総人口に占める 65歳以上

人口の比率は 2000年に 17.4％であったものが、2025年には 28.7％とな

り、2050年には 35.7％にまで高まる。15-64歳までの生産労働人口は 2000

年の 8600万人から、2050年の 5388万人にまで減少する。

Becker (1973、1974、1991)以来、結婚行動を経済学的に捉える試みが

なされてきたが、理論的にはそれほど大きな進展はなかった。それに対

して現実の結婚事情には大きな変化があり、少子化問題と絡めて注目を

集めてきた。山田（1996、1999a、1999b、2001）は親との同居している

独身のうち、明らかに寄生的な独身者をパラサイトシングルと名づけ、そ

の増加が少子化の原因であるという議論をしている。山田の推計によれ

ば 1995年時点で 20-34歳までの親同居未婚者（世帯内単身者）数は男女

各 500万人、総計 1000万人にものぼり、2000年時点では 1200万人、すな

わち総人口の 10％を占めていると想定されている。別の見方をすると、

独身者＝一人暮しという欧米の図式は日本には当てはまらず、未婚者の

中で一人暮しの割合は男性で約 3分の 1、女性では 20％にすぎないので

ある。

速水、鬼頭、友部 (編）（2001）や斎藤（2002）で明らかにされている

ように、未婚の子どもが親と同居するという家族構成は、わが国におい

て古くからある形態であり、とりわけ親同居未婚者（世帯内単身者）の動

向がパラサイトシングルとして注目されるようになってきた背景に何が

あるのかは明らかにする必要がある。一つの大きな理由は、この世代は

第二次ベビーブーム世代にあたり、当然ながら、親は第一次ベビーブー
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ム世代に相当するために、人口学上きわめて大きな団塊を構成している

ということがある。このことの含意は 2つある。第一に社会経済状況の

変動を反映しているということである。時系列的に見ると親同居未婚者

は 1975年以後急速に増加し、1986年以後も確実に増えている。この背景

には低成長経済への移行、平均寿命の延び、高齢労働者の増加とその裏

返しとしての若年労働者の失業率の増加（20‐24歳世代では失業率は 10

％超）などの要因が影響している。元気で長生きの親が働きつづけてい

れば、子供が同居することによる親への負担もそれほど意識しないです

むだろう。また、同時に、定職がなくフリーターとして働いている 20－

34歳人口は 2000年で 300万人以上であると言われている。フリーターの

収入は定職を持つ同年代の人の約 3分の 1であり、経済的に自立するに

はかなり厳しいという現実も親同居に拍車をかけているのである。第二

は、二つのベビーブーム世代間の利害調整という側面である。1990年代

に入り、バブルが崩壊した後の日本経済は企業倒産やリストラが増加し、

終身雇用の保障はなくなった。また、公的年金も企業年金も破綻の危機

にある。実際、リストラの対象となっているのは第一次ベビーブーム世

代であり、パラサイトシングルの中心はそのベビーブーム世代の子供達

なのである。バブル崩壊後の経済構造の再編成によって、雇用の新規採

用を見送られたりして、その割をもっともくった若年層がパラサイトシ

ングルになっているのである。すなわち、経済構造の変化の波を最もま

ともに受けているのが実はこのベビーブーム親子世代であり、広い意味

では、親が雇用を維持するために、子供の雇用を犠牲にしているという

側面が見られるのである。それを親子同居という形で償っているという

解釈もできる。家族形成という点に関しては、高齢化に伴って、高齢者

介護の必要も増えてきたし、子供を養育、教育することのコストも増え

る一方である。また、離婚も増加しており、夫婦間の会話や親子間の意

思の疎通がなくなり、家族が解体するリスクも増加している。すなわち、

家族がセーフティーネットにはならなくなったのである。山田 (2001)は、

これまで論じられてきた結婚のメリット1が 1990年代を通してデメリット

に変貌したことに、パラサイトシングル増加の最大の理由を見出してい

る。しかし、山田の論理には矛盾が含まれている。すなわち、企業のリ

1高度成長期までは日本的企業システムが機能し、夫が外で働き、妻は専業主婦とし

て家事育児に専念し、子供は平均 2人いるのが標準的家族モデルであった。税制や公的
年金制度もこのような家族形態を前提に様々な優遇措置をあたえ、それに反する家族形

態をとる場合は優遇措置は与えられなかった。現在、これらの制度の矛盾が大きな議論

を呼んでいる。
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ストラの対象になるのは一般論としての中年サラリーマンではなく、自

分が寄生している親にも当てはまることだからである。家族が崩壊する

リスクは、これから自分が築こうとする家族にも当てはまるが、より身

近には現在自分が属している家族の崩壊を心配するのが先であろう。社

会全体がリストラを経験する時に、山田の意味でのパラサイトシングル

であることが許されるのは、親が社会の中の勝ち組に入っていることが

前提である。現代社会の勝者は少数であることを考えると、パラサイト

シングルとしてのうのうとしていられる人はそれほど多くないはずであ

り、今後、増加を続けるということも考えにくい。未婚化の現実として、

正規就業につけず、不安定な生活を強いられて、結婚したくてもできな

い人、あるいは親がリストラされて家計を助けている人も少なからずい

ることに注意を払う必要があるだろう。

2002年 3月に発表された『人口動態統計特殊報告』（厚生労働省）では、

平成 12年 (2000)に第一子として生まれた子どもは 569,000人であったが、

そのうち結婚期間が妊娠期間より短いケースが 150,000人であった。すな

わち、全体の 26.3％が「できちゃった婚ベビー」であると報告されてい

る。10代の母親に限定すれば、81.7％が「できちゃった婚」であるとさ

れている。20-24歳でも 58.3％と半数を超えている。これらの現象につい

ては本研究では扱えないが、結婚の形態や結婚までの過程に大きな変動

が生じており、「できちゃった婚」の場合、結婚生活の設計や収入面でも

その手当てが十分できていない可能性が高く、なんらかの対応が求めら

れている。

本研究では上述したようなパラサイトシングルの問題を中心に結婚を

巡る様々な論点を実証的に検討しながら、主として、独身女性の結婚の

意思決定の実像に迫ることを目的としている。論文の構成は以下のよう

になっている。第 2節では結婚と出生に関する統計的事実を確認し、第 3

節では結婚の意思決定に関する理論をサーベイし、第 4節で計量モデル

による実証を試みる。第 5節で全体の議論をまとめる。
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2 結婚と出生に関する統計的事実

2.1 人口の自然増加率の低下

表 1では出生、死亡、自然増加率、婚姻率、離婚率など人口動態の基礎

統計を示している。この表から明らかなように、出生率と死亡率が急速

に低下し、その結果として自然増加率が 1925年当時から 13%近く下がっ

てきている。それに対して、婚姻率はやや低下してきており、離婚率は

やや増加傾向にありが、いずれも先の３つに比べればきわめて緩やかな

変化に留まっている。このことは、新たに出産する年齢層の結婚、出産

行動に劇的な変化が起こっていることを示唆している。

2.2 女子の高学歴化と出生率の減少

表 2は母親の年齢別出生力を示したものである。容易に想像できるよう

に、出産適齢年齢の女性の出生率が劇的に低下していることが見て取れ

る。とりわけ、24歳以下層と 40歳以上の層では出産が著しく少なくなっ

てきている。しかし、2000年には、35歳以上の高齢出産が増加している

ことも注目される。

2.3 合計特殊出生率

次に、再生産年齢（15-49歳）にある女子の年齢別特殊出生率の合計を

合計特殊出生率 (total fertility rate) として計算したものが表３に掲載さ

れている。この指標は、１人の女子が再生産年齢を経過する間に、その

年の年齢別特殊出生率に基づいて子供を生んだと仮定した場合の平均出

生児数を表している。周知のように、この合計特殊出生率は急速に低下

し、現在では再生産水準である 2.1を大きく割り込んでいる。ここで、注

意しなければならないのは、この合計特殊出生力は既婚、未婚すべてを

含んだ女子の平均出生児数であって、既婚女性の平均出生児数ではない。

因みに、これ以上子供を産む可能性がなくなった時点における夫婦集団
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の平均出生児数を完結出生児数と呼ぶ。表４はこれまでの出生動向基本

調査によって、結婚持続期間 15-19年における夫婦の完結出生児数を比較

したものである。完結出生児数は 1972年まで低下し続け、その後、2.2人

周辺で安定している。さらに結婚後 15-19年の夫婦の出生児数分布を第 7

回～第 10回調査で比較したのが表 5である。ここでも無子夫婦あるいは

一人っ子夫婦が増大している兆しはなく、全体の半数以上の夫婦が 2人

以上の子供を持ち、4分の 1の夫婦が 3人の子供を持つという構図は変化

していない。また、4人以上の子供を持つ夫婦の割合もそれほど変化して

いない。つまり、合計特殊出生率と平均出生児数の近年における乖離の

加速は、既婚者の出生児数の低下によるものではなく、未婚者の増加に

あるといえよう。

2.4 未婚率の上昇

『国勢調査報告』（総務省統計局）に基づいて生涯未婚率を見ると（表

６）、2000年には男子で 12.57％、女子で 5.82％と大幅に増加している

ことがわかる。特に、男性は 1970年には 1.70％であったことを思えば、

異常な増加と言わざるを得ない。因みに女子は 1970年には 3.33％であっ

たが、その増加率は男子と比べてはるかに低い。

表７は 1920－ 2000年における性別・年齢別未婚率を表示したもので

ある。これによると未婚率が 10％を割る年齢階層が 1920年では 30－ 34

歳であったものが、1970年には 35－ 39歳まで伸び、2000年にはなんと

55－ 59歳になるまで 10％を切らなくなっている。結婚適齢期に当たる

25-29歳の世代では、男子で未婚率が 1970年から 2000年の間に 23％も

上昇しており、2000年時点では、ほぼ 70％に達している。女子の未婚率

はさらに急激な増加傾向を見せており、1970年から 2000年の間になんと

36％も上昇し、2000年時点では 54％に達している。この未婚率の上昇

は驚くべき変化であり、ここに合計特殊出生率低下の最大の鍵がありそ

うである。
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2.5 交際期間の長期化

『出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）各年』（厚生省）

では、第 9回調査（1987年）より、結婚に至る過程について調べている。

具体的には、結婚した夫婦が初めて出会った時の平均年齢や結婚するま

での平均交際期間を調べている。表 8にその結果が集計されている。この

結果から明らかなように、平均的な出会いの年齢はほとんど変わらない

が、夫婦が出会ってから結婚するまでの平均交際期間は年々延長してき

ており、10年間で 32％も長くなってきている。すなわち、わが国の未婚

化、晩婚化は交際期間の延長という形で進行していることがわかる。但

し、この結果は、結婚した夫婦について、過去の出会いに溯って調査し

たものであり、結婚していない人の交際期間は含まれていない。先の表

７からわかるように、女子 30歳で 50％以上、男子 30歳で 69％の人が

未婚であるということは、これらの未婚男女の多くは出会、交際、別離

を延々と繰り返していると考えられる。この間、彼らが交際中の相手と

どれぐらいの期間交際を続けるのか、あるいは様々な相手との出会いを

求めて交際期間を引き延ばしているのかはデータから明らかではないが、

結婚の意思決定を先延ばしする行動にもある種の合理性があることを説

明する必要がある。

こうした未婚化、晩婚化の傾向はコーホートについて比較するとさら

に顕著である。その結果は表 9に出ている。ここでは、初婚過程を終了し

たとみなせる年齢に達した女子出生コーホートについて比較したもので

あり、現在、結婚適齢期に入っている 1960-1980年の出生コーホートにつ

いては結婚過程が進行中ということで、この調査には入っていない。容

易に想像がつくように、平均交際期間は 1960年コーホート以後さらに延

びているだろう。

2.6 見合結婚の減少と恋愛感情に基づく結婚の増加

『第 11回 出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）1997年』

（厚生省）によると、夫婦が出会ったきっかけによって結婚年齢や交際期

間は大きく異なる。例えば学校で知り合った場合には、結婚までの交際

期間は非常に長くなる（平均 7.4年）。逆に見合いの場合には、交際期間

は 1年と短い。ところで表 10が示すように見合い結婚の割合は戦後一貫
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して低下しており、1995 年以後では、見合い結婚が 10％を割っている。

このことは、平均交際期間の延長の一部は、見合い結婚比率の低下によっ

てもたらされていると言えよう。出会いから結婚までの過程には地域特

性も関係している。つまり、大都市を中心にした人口集中地区では結婚

が遅く、交際期間も長い傾向が見られる。出生動向基本調査では最終学

歴による違いも指摘されている。すなわち、高学歴の人ほど出会いの年

齢、結婚年齢が高く、交際期間も長い。このことから、若年層で生じて

いる高学歴化も、同世代における未婚化、晩婚化に寄与していることが

わかる。第９回出生動向基本調査以後は、夫婦の結婚が「恋愛にもとづ

く結婚であった」かどうかを尋ねている。1990年代に入ってからは全結

婚の 9割以上が恋愛結婚であったと答えている。また、見合い結婚にお

いても恋愛に基づくとする結婚の割合が高まっており、見合い結婚はそ

の割合が低下しているだけではなく、その内容も恋愛結婚に近いものへ

と変容してきている。

2.7 世帯内単身者の実態

国立社会保障・人口問題研究所『世帯内単身者に関する実態調査』は

パラサイトシングルの実態を明らかにする目的で、『平成 12年度 国民

生活基礎調査』世帯票と同時に実施し、両データをリンケージしたもの

である。

その内容を概観すると、まず世帯内単身者の年齢については、表 11に年

齢別世帯単身者数が示されている。20-24歳 (32.5％)、25-29歳 (30.6％)、

30-34歳 (14.4％)、35-39歳 (6.5％)の順で世帯単身者全体分布の割合が高

く、63.1％が 20歳代で占められており、30歳代前半を含めると 77.5％に

のぼる。30歳を境に分布が半減していることから、30歳代に入ると、独

立して家計を営む傾向にあると考えられるが、独立する年代が遅れてき

ていることも事実である。

ついで学歴については表 12に表示してある。ここでは、高校卒が最も

高い割合を占めているが、世代が若くなるにつれて、その割合が減少し、

専門・専修学校卒、短大・高専卒の割合が高まっており、高学歴化の流

れが反映されていることがわかる。就業形態に関しては、表 13に示すよ

うに、フルタイム正規就業 (72.7％)が最も多く、アルバイト (11.1％)、

パート (7.8％)と続いている。男女別に見ると、女性の 33.2％が非正規

就業についており、男子の約 20％と比べて高い。
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年齢別に就業形態についてみると、最も若い「19歳以下」のコーホー

トでは、43.7％が非正規就業についており、不安定な収入を親に支えて

貰っていることが推測できる。彼らが非正規就業についている理由が自

発的であるかそうでないかは、この時点では判断は下せないが、就職氷

河期の言葉からも明らかなように、若年者を取り巻く就職環境は悪化し

ていることは事実である。特に中学卒、高校卒にとっては就職のみなら

ず、非正規就業さえも非常に困難な状況となっている。図 1では、学歴

別・年齢別に離職失業者を示している。これをみると、大学卒よりも高

校卒の方がより深刻な失業状態にあることがわかる。年齢別に高校卒の

離職失業者数では、45-54歳、55-64歳の中高年層の数も多いが、25-34歳

の離職失業者が最も多いことに注目すべきである。

玄田 (2001)は、若年失業が増加する理由として、中学・高校卒の新卒

採用者に対して、職業訓練の機会を提供してきた大企業への就業は不可

能になっていること、さらには雇用調整が新規採用の抑制によって行な

われていることを挙げている。こうした労働環境下にあって、彼らが、親

と同居するというのは、彼らなりの生きていく上での一つの戦略であり、

逆に親と同居するということは、生活費を賄ってもらわなければ、苦し

い状況にあるという若者の厳しい現実を映しだしていると見ることもで

きる。

次に世帯内単身者の経済的側面に着目してみる。これまで、パラサイ

トシングル像として裕福な消費生活を満喫しており、刹那的であり、将

来に備えた貯蓄を行なっていないと描かれてきた。しかし、世帯内単身

者の 74％が貯蓄をしており、年齢が高くなるにつれてその割合も高まっ

ていることから、ある程度、節度をもって生活している姿が推測できる

（表 14）。

電気・ガス・家賃などの基礎的生活費を親に依存しているとされてい

る世帯内単身者が実際にはどのくらいのお金を親に払っているのだろう

か。単身者全体の繰り入れ平均額は 2.85万円となっており、自立して暮

らすことを考えると、大幅に低い金額となっている。40歳代になると額

が 1.7倍に増える。これは、30歳代を過ぎる頃から、親が定年退職を迎

え、再就職し大幅な収入減にあるか、あるいは無職状態となってしまう

ため、家計を維持するために多くの額を振り入れなければならなくなる

からであると考えられる（表 15）。繰り入れ額の平均を世帯の所得階級ご

とに見ると、所得が低い階層では比較的高い繰り入れが認められる。こ

の場合、世帯内単身者は家族に貢献しており、パラサイトシングルとし
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て一概に親に寄生的な存在であると見ることには無理がある。

次に世帯内単身者がいる家計全体の属性について考察する。まず、住宅

状況であるが、世帯内単身者がいる家計では、持ち家率は 81.3％と非常

に高く、子どもが個人的に利用できるスペースがあることが推測できる。

しかし、部屋数別分布をみると、3部屋以下の世帯が 13.3％もあり、ま

た 12.5％が自分の部屋を所有していないこともあり、必ずしも自由な空

間を利用している訳ではないことが明らかになった（表 16、表 17参照）。

ついで、所得については、親が 50歳代の時に平均所得額が最も高いが、

これは年功序列制の賃金プロファイルがピークに達する時期に当たって

おり容易に推測できる。また、『平成 12年度国民生活基礎調査』から得ら

れた結果と比較すると、全ての世代において、世帯員一人当たり所得は

低くなっており、パラサイトシングルを支える裕福な世帯というイメー

ジとは異なっていることも明らかになった（表 18）。

このように世帯内単身者の実態を厳密に見ていくと、山田（1999）が

イメージしたパラサイトシングル像はかなり限定的な現象であり、統計

的により重要な側面はむしろ容易に正規就業につけずに、親と同居せざ

るを得ない若者の姿だと言えそうである。

3 結婚の意思決定に関する考え方

前節で見た結婚のパターンを経済学的に解釈すると次のようになるだ

ろう。女子の高学歴化、労働力化に伴い、24歳以下での結婚や出産は激

減しており、しかも、旧来の意味での見合結婚によるパートナーの社会

的割当 (quota)がほぼ消滅し、より自然体の恋愛結婚をするようになって

きている。しかし同時に、結婚に対する社会的規制（適齢期プレッシャー

等）がなくなり、親と同居することによってある程度の経済的補助を受

け、その上経済的に女子の稼得能力が増えるに従って、結婚を急ぐインセ

ンティブも低下している状況下では、いわば、自由競争結婚市場の下で

は、結婚適齢期の人口の女子で半数、男子で 2/3が相手を捜しあぐねてお

り、その結果として、出生率が激減しているという現象が生じている。こ

のような結婚から出産にいたるパターンをどのように理論化すればよい

だろうか。これまで提示されてきたモデルをCigno(1991)、加藤（2001）、

阿部・北村 (1999)などを参考に簡単にサーベイしてみたい。
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Weiss (1997)は「結婚とは、合理的な個人による自発的な結合あるい

はパートナーシップの形成であり、この結合の目的は家計内の非市場財

を共同で生産し、かつ共同で市場財および非市場財を消費することにあ

る」と定義している。この定義の背後には結婚することで、独身でいる

以上の便益を受けるということが想定されている。それは、第一に二人

の人間が比較優位に基づいて分業を行えば、より高い生産と効用が得ら

れるということ。第二に子どもや住宅など家計内公共財の負担は結婚し

た方が軽くなるということ。第三に、結婚には生活共同体的な機能があ

り、一方が失業あるいは病気などで稼得能力が失われた場合、あるいは

予想以上に長生きしてしまった場合には、他方がこれを補うという保険

機能がある。第四に結婚することによって子どもの育児や住宅の取得な

ど長期継続的な関係を築くことができるということである。

それでは、このようなパートナーをどのようにして探し、その結果得ら

れたパートナーシップをどのようにして維持しているのであろうか。こ

れまで提示された結婚の意思決定に関するモデルには、Gale and Shapley

(1962)2、Becker (1973、1974、1991)、オペレ－ションズ・リサーチにお

ける最適停止問題の応用などが含まれるが、ここでは主としてベッカー

モデルの拡張を考えたい。

3.1 ベッカーモデル

Becker (1973、1974、1991)は家族経済学や結婚の経済学の基本的考え

方を提示している。簡単化して表現するとベッカーモデルの枠組みは次

のようになる。個人は市場から財・サービスを購入し、これを消費して、

楽しみやくつろぎなどの満足を得ている。そのためには、市場財の消費

と同時に自分の時間も必要となる。楽しみやくつろぎを家計内財と呼び、

これを生産する過程を家計内生産 (household production)と呼ぶ。家計内

生産はひとりでもできるが、他の人と共同して行なうことも出来る。k人

がそれぞれ自分の時間とm種類の市場財を利用して家計内生産を行なう

ということを考える。個人はこのようにして生産される家計内財を消費

2Gale and Shapley (1962)は、男女の結婚行動を両者の協力によって行われる交渉
ゲームであるとみなして、「現在の状況ではだれも結婚している相手（配偶者）を替え

ることを望まず、しかもそれができない状態」を結婚における安定割当と定義し、協力

ゲームの解（コア）として、安定割当が導けることを示した。より厳密な議論について

は Gusfield and Irving (1989)を参照されたい。
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し、これから得られる効用を最大化するというのが問題設定である。具

体的には、市場で労働することによって得られる賃金と家計内生産にか

けられる時間との配分、一人家計か二人家計（家族）かで得られる効用

の違いを、その際、一人家計であれば自分自身の楽しみやくつろぎのた

めに使える時間を二人家計（家族）のために使う時間によってもたらさ

れる非効用で割り引くなどして、結婚したり、家族を形成することの費

用と便益を、独身でいることと比較するというものである。

家計内生産関数は次のように定義できる。

Z = f(x1, x2, ...., xm; t1, t2, ..., tk;A) (1)

ここで、xiは財・サービスの投入財、tjは家族構成員が投入した時間、

Aはそれ以外の個人属性である。

さらにZm0は独身男性Mの最大生産量を表し、Z0f は独身女性F の最

大生産量を表す。mmf は結婚した場合の男性の所得、fmf は結婚した場

合の女性の所得を表す。M と F が結婚するための必要条件は独身でいる

より結婚した方が所得 (生産量)が高い場合であろう。

mmf ≥ Zm0

fmf ≥ Z0f. (2)

mmf + fmf を結婚によって得られる夫婦の総生産とすると、結婚の必

要条件は次のように表せる。

mmf + fmf ≡ Zmf ≥ Zm0 + Z0f (3)

また結婚は個人の効用最大化だけではなく、社会全体の生産最大化を達

成するようなパートナーを選ぶことが自分にとっての利益になるという結

婚市場全体の均衡を考慮しよう。結婚は男性 n人×女性 n人の組み合わ
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せから決まる3。独身も選択肢と考えると、(n+1)× (n+1)−1 = n2+2n

の可能性がある。

結婚マトリックス

F1 . . Fk Fj Fn

M1 Z11 . . Z1k . Z1n

. . Z22 . . . .

Mi . . Zii . . .

Mk Zk1 . . Zkk . .

. . . . . Zjj .

Mn Zn1 . . . . Znn

社会全体の結婚したカップルによる総生産は次のように表される。

Zk =
X

i∈M,j∈F
Zij k = 1, 2, ..., n! (4)

このうち最大の総生産を生み出す組み合わせは次のように表せる。

Z∗ = max
k
Zk ≥ Zk ∀k (5)

ベッカーモデルは通常のミクロ経済学の分析に家計内生産という概念

を導入することによって、性別分業や能力の比較優位の問題、その結果

逆に想定される最適なパートナーの資質や独身でいることの正当性など

が解明できることを示したのである。これらのモデルの有用性は疑いな

いが、情報が完全に与えられており、すべての潜在的パートナーの嗜好

3一般には男女の数が一致する保障はないが、ここでは簡単化のために一致させてい

る。Becker (1973、1991)では、男女の数が不一致の場合も検討されている。
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や属性が判っており、かつ同居した場合に得られるであろう効用や家計

内生産、家計内消費の水準も判っているという前提は、実際に結婚しな

ければわからない情報や結婚生活が消費と生産、育児だけではなく愛情

というかなり不確かなもののうえに成り立っていることを考えるとかな

り強い仮定である。Becker(1991)では離婚問題も扱われているが、離婚

率の最も高い結婚５年以内のカップルについては、離婚した方が効用が

高いという理由付けだけでは不十分で、むしろ結婚する前の情報の非対

称性、不完全性に原因があるように思われる。

また、ベッカーモデルでは独身者は一人家計を形成しており、賃金労

働から家事、娯楽にいたるまで全て個人で行なっていることが前提となっ

ている。ところが、日本では独身者の過半数が親と同居しており、その

意味では独身者はすでに複数家族に属しており、しかも家計内労働など

でほとんど時間を使わないパラサイトシングルとして存在している。こ

の場合、結婚の意思決定は一人家計から二人家計への移行ではなく、既

に確立され、家計内分業上優遇されている家族から、二人家計への移行

を扱わなければならないことを意味している。

3.2 結婚相手との釣り合い

Gale and Shapley(1962)のように個人的感情（選好）だけで相手を選

ぶということはあまりない。むしろ、結婚した後の仕事の内容や家事へ

の協力姿勢、消費に対する金銭感覚など、現実生活上、結婚相手とどれ

ぐらい釣り合っているかを考えるだろう。これは理論的にはどのように

考えればいいのだろうか。

ここで男女の個人的属性（知識、体格、教育、賃金、趣味、健康状態

など）の一つの要素を取り出し、Amは男性のその属性の量、Af を女性

が保有する量とする。男性Miと女性 Fjが結婚した場合の家計内財の生

産量をZijとする。男女とも、その属性の数量的な増加は、この家計内財

の生産量を増加させるとする。すなわち、

∂Zij(Am, Af)

∂Am
> 0,

∂Zij(Am, Af )

∂Af
> 0 (6)

となる。もし、男性の属性Amと女性の属性Af が同時に増加し、家計

内財の生産量Zijもまた増加する場合、MiとFjはその属性において正の
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順位付けを持つという。正の順位付けにある男女は、次の式を満たす時、

家計内財の生産量を極大にすることができる。このとき、Miと Fj は釣

り合った相手 (assortative mate)であるという。この場合互いの属性は補

完的である。

∂2Z(Am, Af )

∂Am∂Af
> 0 (7)

逆に、男性の属性と女性の属性が同時に増加し、その結果、家計内財

の生産量が減少する場合を負の順位付けを持つという。負の順位付けに

ある男女が家計内財の生産量を極大化するためには次の関係を満たす必

要がある。この時、互いの属性は代替的である。

∂2Z(Am, Af )

∂Am∂Af
< 0 (8)

家計内財の生産量を最大化するという観点からは、属性の順位付けが

正の場合も負の場合もあり得る。非経済的属性、例えば、知性や健康で

あれば、正の順序付けが家計内財の生産を最大化する。知的な男性と知

的な女性のカップルが望ましいことになる。それに対して、属性が経済

的なもの、例えば、賃金であれば、負の順序付けが家計内財を最大化す

る。賃金格差の大きいカップルほど好ましいことになる。この場合は比

較優位に基づく分業が家計内財の生産を上昇させるということである。

このアプローチの示唆しているものは、釣り合った相手とは、必ずし

も似たもの同士ではないということである。また近年、女子の高学歴化

に伴って、女性の賃金が相対的に上昇し、家庭内分業のメリットを引き

下げた結果、結婚をしにくくさせたという解釈もできるだろう。

3.3 最適停止問題における結婚問題

阿部・北村 (1999)では結婚を上述のような完全情報下での最適化では

なく、不完全情報下で、しかも非可逆的な逐次問題として捉えることを

主張している。すなわち、結婚市場でパートナーを探すというモデルで
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は、自分にはいったいどのようなパートナーがふさわしく、またそのよう

な人と出会う確率はどれぐらいあるのかが事前にはわかっていない。つ

まり、結婚市場では、先ず自らの留保水準を設定する必要があり、そのた

めにもサーチをしなければならないという考え方である。これを数学的

モデルとして定式化すると次のようになる4。結婚のパートナーを捜すこ

とは、複数の候補が逐次面接に訪れ、再面接出来ないような状況で、最

適のパートナーを決める問題だと考えるのである。

ある人が最大 n人の候補の中から最適な人を選ぶ戦略を考えていると

する。その際、将来どのような人に会う可能性があるかということは事

前にはわからないという意味で不確実性に直面している。どのような戦

略が最適だろうか。

この問題の目的は最適なパートナーを選ぶということである。とする

と、(l+ 1)番目の人を選ぶのが最適であるためには、l ≥ kまでに出会っ
た人の中で最高の人M を超えることが必要である。これは、k番目以後

の人の中からM を超える人と巡り会う確率を最大にするという問題に設

定し直すと、結局、最適な k を選ぶということに帰着する。

n人の中で最適なパートナーQが r+1番目に表れると想定しよう。最

適戦略は次の二つの条件を満たしていなければならない。

(1)r ≥ kでなければならない。なぜならば、この戦略では最初の k人

はやり過ごすことになっているので, r < kの内に最適なパートナーが表

れたとすると、その人はいかに素晴らしくとも拒否されることになるか

らである。

(2)１番目から r番目までの最高のパートナーは、１番目から k番目ま

での最高のパートナーでなければならない。

最適なパートナーが r+1番目に表れる確率は 1/nである。パートナー

Qを選択する確率は k/rである。従って、ある人が最適なパートナーQ

を選ぶのは、最初の r人を拒否し、r + 1番目の人を選択する場合にのみ

起こるので、その確率は次のようになる。

Pr =
1

n

k

r
(9)

4最適停止問題とは最適なパートナーを求めて探索する期間をどこで打ち切るかを考

えるもので、厳密な数学的展開については、穴太（2000）第 5章、第 6章を参照された
い。
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rが取り得る値は r = k, k + 1, k + 2, ...n − 1である。最適戦略をとっ
て、成功する確率は、

P =

n−1X
r=k

Pr =
k

n

n−1X
r=k

1

r
(10)

となる。オイラーの eを用いると、次のような近似が出来ることが知

られている。

ln(1 + x) = x ln e = x (11)

とすれば次の級数は近似できる。

lnN = ln

·
n

n− 1
n− 1
n− 2

n− 2
n− 3 ....

3

2

2

1

¸
(12)

= ln(
n

n− 1) + ln(
n− 1
n− 2) + ...+ ln(

3

2
) + ln(

2

1
) (13)

=
1

n− 1 +
1

n− 2 + ....+
1

2
+
1

1
(14)

この関係を使って (2)の右辺最後の項を計算すると次のようになる。

n−1X
r=k

1

r
=

n−1X
r=1

1

r
−

k−1X
r=1

1

r
≈ ln(n− 1)− ln(k − 1) = ln(n− 1

k − 1) (15)

これから P は次のように表わせる。

P =
k

n
ln(
n− 1
k − 1) (16)

P を最大にするような kを求めると（つまり、∂P/∂k = 0とおくと）、

k = n/eなので、近似的に最適な kは n/eとなることがわかる。つまり、

最初の n/e人をやり過ごし、自分のパートナーの候補として現れる人の

集団の情報を集め、その後、最初の n/e の中での最高であった人を越え

る候補が現れた時点で結婚を承諾することである。また、この時、n/e人
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だけやり過ごして最適なパートナーにめぐり合える確率は約 1/eになる。

ここで eは 2.71828と近似されるので、その確率は約 0.36788である。

最近の結婚適齢期世代の行動がこのモデルで近似できるとすると、晩

婚化、未婚化傾向は、自分が出会うであろう候補の数 nが増加している

からであるという解釈ができる。実際、未婚化、晩婚化が最も進んでい

るのは東京であり、そこでは出会いの機会は他の地域より高いと考えら

れる。これは、出生動向基本調査で明らかにされているように、大都市

を中心にした人口集中地区では結婚が遅く、交際期間も長い傾向が見ら

れることとも整合的である5。

確かに、このモデルではパートナー候補の数が固定されており、しか

もパートナーの質はランダムに配置されているので、時間とともに質が

一定方向に変化する（例えば、時間と共に悪化する）ということは想定

されていない。また、探索コストもゼロと仮定されている。このような

設定上の限界はあるが、始めの何人かをやり過ごして、パートナー候補

の分布情報を蓄積した上で、最適な人を決めるという方法は、一見ドラ

イに見えるが、若いころから何人かの相手と付き合って、その経験から、

自らの好みや相手との相性を知った上で、結婚パートナーを決めるとい

う行動であると解釈すれば現実味があるのではないだろうか。

4 計量モデルによる実証結果

本節では、これまで見てきた結婚の意思決定に関する理論モデルを実

証的に検討したい。もちろん理論モデルにぴったりとあった統計データが

利用できるわけではないし、実証にすぐ使えるような理論モデルを導出

したわけでもない。ここでは理論モデルの含意を汲み取って、どのよう

な経済変数が結婚の意思決定に影響を与えているのかを、個人属性（例

えば、居住地域、年齢、就業形態）や親との関係（例えば、親の所得、同

居の有無）を含めて検証する。

5Cigno(1991)では、他の状況が等しければ、探索期間が長いほどよりよい結婚が実
現されることを指摘している。フィリピンでは、結婚時点の期待収入で測定された夫の

質は、妻が探索費用に費やした変数と正の相関があり、（人口密度と男女比で測定され

た）妻の探索費用と負の相関があることや、イギリスでは結婚の失敗（ミスマッチの尺

度）は若くして結婚した（探索が少ない）女性についてより高いことが観察されると報

告している。
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4.1 データ

ここで利用するデータは、財団法人家計経済研究所『消費生活に関す

るパネル調査』の 1993-1997年分である。これまで、結婚の意思決定メカ

ニズムに関する研究では、その多くがクロスセクションデータあるいは

クロスセクションデータを複数年まとめたプーリングデータを用いてい

たが、本研究では、パネルデータを用い、それが頑強な推計を得るため

には適切なデータであり、それを用いたパネルデータ推計は我々の問題

に取り組むにはふさわしい方法であること示している。

これまで結婚の意思決定に関する研究では、クロスセクションデータ

が使用されていたために、調査時点での結婚状態と同時期の社会経済変

数を用いたプロビット分析が行われていた（樋口，1994）。本研究で用い

る『消費生活に関するパネル調査』では、パネルデータという特質を活

かして、有配偶サンプルの結婚前の状態を捕捉することができる。これ

により、結婚を選択したものとそれを行っていないものとの「無配偶状

態」における比較という視点を分析にもちこむことができる。また、結

婚によって、彼女たちの就業状況・所得などの社会経済的要素がどのよ

うに変化することもみることができる。

「結婚をする」という意思決定をおこなったものと、それをしないで踏

みとどまっているものとの差異はどこにあるのだろうか。ここで簡単に、

調査期間中 (1993－ 1997年)に結婚したもの (結婚サンプル、延べ 807人)

と、未婚状態を継続したもの (未婚継続サンプル、延べ 1093人)との基本

的属性についてみておこう。

年齢、学歴、職種など、サンプルの個人的属性を示すものは、総じて似

通ったものとなっているが、相対的な両者の特徴をあげるとすれば、以

下のようにまとめられる。

第 1に、年齢は、全体サンプルとは異なり、両者とも分布が若い世代に

偏っている (表 19、表 20)。相対的に未婚継続サンプルの方が、1993年当

時 27－ 30歳であったサンプルが多くなっている。このことは、調査期間

中に両サンプルが「適齢期」を迎えていること示している。近年では年齢

に関係なく、「理想的な相手が見つかるまで結婚しなくてもかまわない」

未婚者が増えていることが、本データサンプルではどのように現れてい

るのだろうか。無配偶者全体サンプルの未婚理由をみてみると、まだ結

婚したい人に出会っていないが回答者の 7割に達しており、「適齢期」と

いった社会的慣習よりも、理想を求める傾向にあった (表 21)。一般的に

言われている「年齢」という要因が、実際結婚したサンプルが結婚意思
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にどのような影響を与えるかは後の分析で確かめてみたい。

第 2に、学歴では、両者ともに高校卒業者が最も多く、無配偶継続サン

プルでは短大・高専卒業者がその次に多い結果となっている (表 22)。相

対的に、未婚継続サンプルでは、短大・高専卒以上の割合が高くなってい

ることより、女性の社会進出が結婚の意思決定に負の影響を与えている

ことが予想される。ただし、大学・大学院卒では結婚・未婚とも 20％程

度とほぼ等しくなっており、学歴と結婚が直接的に負の関係にあるとは

言えない。

結婚サンプルは明らかに、年を重ねるごとに有職サンプル数が大幅に

減少している (表 23、表 24)。1993年から 1997年にいたる 5年間で、半

分になってしまっている。このことは、いまだ社会通念として、「結婚退

職」が多いことを示唆している。また結婚以降起こると想定される出産

や育児などに対しての制度不備も影響していると考えられる。

次に、勤め先の年収についてみると、結婚サンプルは対象者平均 223．

69（就業者平均 262.10）万円、無配偶継続サンプルは対象者平均 287.82

（同 300.19）万円と後者の方が大きい、結婚前後に分けてみると、結婚

前は対象者平均 276．94（同 280.75）万円 結婚後は対象者 174.47（同

239.51）万円、これは各パネルの職業変化において、未婚継続パネルの

80％近くが継続就業しているのに、比べて結婚後サンプルでは当該年に

4割近くが無業化していることが原因と考えられる。特にパネル 2年度→

パネル 3年度間に、結婚サンプルの多くが無業化してしまったことによ

る影響が大きいと考えられる。

また結婚サンプルの貯蓄は、結婚前 240.76万円、結婚後 195.79万円と

なっており、この間、新居の準備、結婚式費用などの結婚資金が必要と

なり、取り崩しが行われたことがうかがわれる。ちなみに未婚継続サン

プルは 311.30万円、サンプル全体では 223.54万円となっている。都市規

模別の分布を見た場合、未婚継続サンプルがサンプル全体、結婚前サン

プルと比べて、13大都市における比重が 10％近く高いことから、地域的

差異があるように思われる。あとで分析を都市規模別ごとに分けること

で、地域的属性の有意性について検討する。

4.2 パネルデータ推計の方法

調査時点ごとの未婚率（１-結婚率）を見ると、調査年度が後になるほ

ど同じ年齢でも未婚率は高まることがわかる。これは晩婚化現象を反映
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したものであるが、このような晩婚化現象を時間（time or life-cycle）効

果、コーホート効果、個別固定効果のうちそれぞれがどの程度説明でき

るのかも実証的に解明しなければならない。同じデータを使った先行研

究には樋口美雄、阿部正浩 (1999)があるが、そこでは、結婚に関しては

（1）既婚＝１、未婚＝０のダミーを被説明変数としたプーリング・プロ

ビット分析と（２）未婚から結婚への状態の変化をプロビット分析と結

婚年齢を変数にしたサバイバル分析を行っている。

本研究では、彼らの研究とは補完的に、パネルデータの特徴をより明

示的に生かした、計量経済学的手法であるパネル・プロビット推計を用

いる。

ここで、ランダム効果 νiが次のような正規分布N(0,σ
2
ν)に従うと仮定

する。

Pr(yi|xi) =
Z ∞

−∞

e−ν
2
i /2σ

2
ν√

2πσν

(
niY
t=1

F (xitβ + νi)

)
dνi (17)

ここで、F (xitβ + νi) =

(
Φ (xitβ + vi) if yit 6= 0
1− Φ (xitβ + vi) otherwise

、Φは累積

正規分布関数である。さらに、対数尤度関数 Lを次のように定義する。

L =

nX
i=1

wi log Pr {(yi|xi)} ≈
nX
i=1

wi log

(
1√
π

nX
m=1

F

µ
xitβ +

r
2

ρ

1− ρ
a∗m

¶)
(18)

ここでwiはパネル iに対するウエイトを表す。一般回帰式とは異なり、

解析的に連立方程式の解を求めることはできない。代替的に、数値計算

に基づく求積法を用いて、F(.)式を多項式で近似させる。しかし、時間軸

の観察点が増えると、多項式の近似は有効ではなくなることが知られて

いる。以下の式によって定義される ρ（rho）が 0.7以上であれば、時間軸

は 10点（10年）以内でなければならない。本研究で推計された ρ（rho）

は 0.7以上であるが、時間軸は 5年であり問題はないと考えられる。上述

のような対数尤度関数を最大化することによって、非線型確率関数 F(.)

のパラメータを推計するというのがパネル・プロビットの手法である。

実証手法の正当性は最終的には統計検定によって判断されなければな

らない。パネル・プロビット推計がいいのか、プーリング・プロビット推

計がいいのかは、テストをして決めるべき問題である。ここで用いる検
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定統計量は次のように導かれる。まず次の統計量を定義する。

ρ =
σ2
v

σ2
v + 1

(19)

ここで、σ2
v はパネル・レベルでの分散をあらわし、ρは全分散に対す

るパネル・レベルでの分散の比率を表わす。ここで帰無仮説を ρ = 0と

した対数尤度比検定（Likelihood ratio test）を行い、ρ = 0が棄却できな

ければ、パネル・レベルでの分散は重要ではなく、パネル・プロビット推

計はプーリング・プロビット推計と大きく変わりないことになる。逆に

ρ = 0が棄却された場合には、パネル・プロビット推計を用いるべきであ

ることになる。

次にパネル・プロビット推計では固定効果推計を行なうことは論理的

に不可能であるし、無理に推計してもバイアスがあることを示したい6。

これに関する直感的な説明は次のようなものである。０と１で表される

ような２つの状態を被説明変数にした場合、個々のサンプルが持ってい

る固定的な属性をその説明変数とすることは、被説明変数の状態が変化

しなければなんとか意味をなすが、状態が変化すれば（すなわち、０→

１か１→０）、固定的属性でそれを説明することはできない。パネル推計

の性格上、そのような固定項は時系列平均をとる時点で消滅して、サン

プル期間を通して変動する変数のみが有効な説明変数となるのである。

この点を敷衍するために次のようなモデルを考えよう。

y∗it = xitβ + vit vit ≈ N (0, 1) i = 1, 2, 3, ..., Ti

yit = 1 if yit > 0, and yit = 0 otherwise (20)

ここで、ランダム効果モデルでは誤差項が次のように表されるとしよ

う。vit = µi + ²it ここで µi ∼ IID
¡
0,σ2

µ

¢
、²it ∼ IID (0,σ2

² ) であり、

それぞれの項はお互いに独立かつ xitとも独立であるとする。この場合、

E (vitvis) = σ2
µとなり、尤度関数は yitの偏微係数の積として表せないこ

とになる。つまり、最尤法による推計が非常に複雑になるのである7。

6この点に関しては南カリフォルニア大学の Cheng Hsiao教授より有益な教示をいた
だいた。

7より厳密な議論に関しては Hsiao (1986, chapter 7)、Baltagi (1995, pp.178-182)、
Greene(2000, pp.837-841)等を参照されたい。
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4.3 実証結果

4.3.1 結婚選択と居住形態

1990年代中頃までは、日本の社会制度の中では、女性の社会進出が結

婚の意思選択に負の影響を与えているという論調が強かった。しかし近

年、晩婚化問題はむしろ「キャリアアップ」を行い、社会的自立するこ

とを目指す女性に起因するのではなく、親と同居することによって基礎

的経済的経費を負担してもらい、自分たちは高い経済的環境にいる「パ

ラサイトシングル」が晩婚化の大きな要因として注目されるようになっ

てきた。本節では、こうした議論を受け、家族との関係、特に前年に親

と「同居」8していたかどうかということを説明変数に加えることで、家

族関係と結婚の関係を分析を行いたい。

使用した変数には、前年の年収 (inc)、年収の 2次項 (incˆ２)、前年の

貯蓄 (dep)、年齢 (age)、年齢の 2次項 (ageˆ2) 、前年の非正規就業 (パー

ト)ダミー (Occupdu1)、前年の無業ダミー (Occupdu2)9を、そして、同

居ダミー (Cohabpa、親と同居=1、親と別居=0)、被説明変数には、有配

偶か無配偶かを示す配偶状態ダミーを用いる。

また、パネル・プロビット分析を行うため、学歴、コーホートなどサ

ンプルに属する固定的要因や、変動が少ない、都市規模、親の所得階層

などの準固定的要因は事前に分類して分析を行う。

全サンプルに関する基本統計量は表 25に、実証結果は表 26に示して

ある。対数尤度比検定の結果、は棄却された。すなわちパネル・プロビッ

ト推計が支持され、プーリングプロビット推計は棄却される10。樋口・阿

部（1999）で有意とされた前年の本人収入はここでも負に有意となるこ

とが確認された。これは所得を外生とした場合、高収入のほうが結婚確

率が低くなっていることを意味している。年齢に関しては、一次と二次

の項を入れて非線形性を検定し、一次の項が正 (結婚確率を高める)、二

次の項が負 (結婚確率を低める)となっている。両方とも有意な結果が得

8「同居」とは、家計経済研究所の定義に従い、「親と同一建物で、生計を共にして

いる (同居世帯)」、親と同一建物で、生計が別 (準同居世帯)、親と同一敷地内の別建物
に居住 (準同居世帯)の 3つのものをとする。

9正規就業を基準値とする。
10この結果はいわば自明である。すなわち、パネル・プロビット分析を行なうために

固定的要因を除外し、期間内に結婚したサンプルをその間に変動した変数で説明するモ

デルが、結婚の意思決定と変数間の時間的因果関係を明示的に扱えないプーリング・プ

ロビット推計より、情報量が多く、説明力が高くなるのは明らかだからである。
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られ、年齢に関する強い非線形性がこのサンプルから検出された。Wald

カイ 2乗テストによって最終的に選ばれたモデル 1-1と 1-6では、正規就

業との比較でいうと結婚前に非正規就業（パート）あるいは無業を選択

した方が結婚確率を高める結果となっている。また同居ダミーも負に有

意な結果となり、予想通り同居が結婚確率を低める結果となっていること

がわかった。固定的要因別にみると、「町村」以外で、ほとんどのケース

において同居ダミーはきわめて有意な説明変数となっているだけでなく、

他の変数と比べても有意に結婚確率を低めている (表 27)。これは、パラ

サイトシングル仮説を支持しているように思われる。

固定的要因毎に分類した場合、先行研究で注視されてきた職業形態が

有意であったケースは、同居ダミーが有意だったのに比べて少なくなっ

ている。

また、結婚サンプルの基本統計量は表 28、推計結果は表 29に示した。

表 29より、所得、年齢の 2次項、貯蓄、同居ダミーが結婚に対して負の

影響を、所得の 2次項、年齢が正の影響を与えていることがわかる。し

かし、Waldカイ 2乗テストによって最終的に選ばれたモデル 1-12と 1-16

では、非正規就業形態（パート）ダミーは２つとも有意な結果とならな

かった。

固定要因別においては、「同居ダミー」は、「町村」、「27～30歳」、「専

門・専修学校卒」、「短大高専卒」、「親の年収 500～999万円以下」以外の

ケースで負の影響を与えている（表 30)。親の年収と同居との間には単純

な比例関係はなく、むしろ極端に親の年収が高いサンプルと、低いサン

プルそれぞれに異なった形で同居が結婚に影響を与えていることが推測

できる。ここでは、就業形態ダミーに対しては、多くのケースにおいて、

有意な結果が得られた。

また全体サンプルを用いた分析ほど多くは、就業形態が結婚に及ぼす

影響が確認できなかった。「31～34歳」のケースでは、二つの非就業形態

（「パート」、「無業」）が結婚確率を高める結果となっている。「13大都市」

では負に、「その他の市」では正に「無業ダミー」が有意となり、「親の

年収が 499万円以下」では「非正規就業形態（パート）ダミー」が正に

有意な結果となっている。
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4.3.2 居住形態と就業形態

次に、結婚選択に大きな影響を与える居住形態（同居するかしないか）

が，就業形態の選択にどのような影響を与えるのかを考察したい。

一般的に正規就業に就いている場合、所得が安定しており、一部の企

業では住宅手当もつくので、独立世帯を営みやすく、パート就業や無業

の場合は、その多くが親と同居し、生活費を補填してもらうことで生活

を営んでいると考えられる。経済の成熟度が高まるにつれて、第 3次産

業の比重増加、いわゆる「産業のサービス化現象」が顕著となる。特に

外食産業などは、その性質上、景気の波によって大きく振れるため、柔

軟に市場の需要に対応することが求められる。結果として、労働需要も

大きく変化する。企業側の対応として、第 3次産業は非正規就業（パー

ト）に大きく依存するという戦略をとっている。現在の不況下にあって、

サービス産業のみならず、一般企業においても、アウトソーシング化を

行ない、派遣社員、契約社員などの非正規就業従業員の割合が増えてい

る。こうした傾向は、非正規就業従業員は同居の確率が高く、また同居

は結婚確率を低下させるという結果を踏まえると、ますます晩婚化に拍

車をかけているのではないかと推測される。

本節では、全無配偶サンプルと未婚継続サンプルを用いて、再びパネ

ル・プロビット分析により、無配偶者の就業形態と居住形態との関係に

ついて検証してみることとする。

使用した変数は、所得、所得の 2次項、年齢、年齢の 2次項、貯蓄、そし

て、非正規就業形態ダミーとして、パート (Occupdu1)、嘱託 (Occupdu2)、

自営家族従業員 (Occupdu3)、無業 (Occupdu4)の 4つを用いる。非説明変

数には、同居しているかどうかを示す、居住状態ダミー（Cohabit dummy、

同居する＝ 1、同居しない＝ 0）を用いる。

固定的な要因として、ここでは、「都市規模」、「学歴」、「コーホート」、

「親の所得階層」、「長女」か「長女でない」か、「父親の年齢 55歳以下」

「父親の年齢 56歳以上」、「母親が就業経験なし」「母親が就業経験あり」

かのケースに事前に分類して分析を行う。

全無配偶サンプルに関する基本統計量は表 31に、実証結果は表 32に

示している。対数尤度批検定の結果、は棄却されており、ここでも、す

なわちパネル・プロビット推計が支持され、プーリング・プロビット推計

は棄却される。標本平均プロビット推計では前年の本人収入が負に有意

となることが再確認されたが、年収の 2次項は有意ではないため、非線

形性は検出されなかった。全てのモデルにおいて、貯蓄が正に有意な結
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果となっている。Waldカイ 2乗が高い値を示している、ランダム効果プ

ロビットモデルでは、就業形態ダミーは有意な結果を得ることができな

かった。

固定的要因別にみると、「高校卒」「専門・専修卒」「長女」以外は、い

ずれかの非正規就業形態ダミーが同居する確率に正の影響を与えている

結果となっている (表 33)。とりわけ複数の就業形態ダミー変数が有意に

現れていたのは、「本人の年齢 24～26歳」、「父親の年齢 55歳以下」、「短

大・高専卒」、「長女以外」、「親の所得 500～999万円以下」のケースで

あった。親子とも比較的若い年齢に非正規就業と同居との関係がみられ

るが、これは年功賃金制下のプロファイルでは 50代前半から半ばにかけ

ての所得が非常に高い親が、非正規就業のため所得が安定していない子

どもの面倒を見ているという関係を反映しているのだろう。

その他のケース、例えば「長女」のケースでは非正規就業形態ダミー

が有意とならなず、定数項が正に有意であることから、就業形態に関係

なく、長男・長女が親の面倒をみなければならないといった社会的慣習

が残っている可能性を示している。

未婚継続サンプルに関する基本統計量は表 34に、実証結果は表 32に

示した。ここでは、年齢の一次の項が正、二次の項が負となっているが、

後者では有意な検定結果を得られなかったため、年齢に関する非線形性

は検出されなかった。また経済的変数では、貯蓄が有意に正となってい

る。しかし、就業形態ダミーはいずれも有意とはならなかった。

固定的要因別にみると、「27～30歳」、「専門・専修卒」、「父親の年齢

56歳以上」以外では、いずれかの就業形態ダミーは同居確率に対して正

の影響を与えることが判明した (表 35)。ただし、「31～34歳」では「嘱

託ダミー」が、「大学・大学院卒」では「パートダミー」が有意に同居確

率を低める検定結果となっている。これは、非正規就業においても、長

期継続就業・就業経験は、正規従業員並みの経済的自立を持ちうること

などが推測される。

また、全無配偶サンプルに結果に加え、「町村」、「親の所得 499万円以

下」のケースでは、複数の就業形態ダミーが有意に正の結果となってい

る。このことは、住居費などが比較的安い「町村」において、ある程度

の経済的自立性をもつことで独立世帯を持ちうることが示唆されている。
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5 おわりに

本研究では結婚の意思決定メカニズムを実証的に検討した。具体的に

は①結婚選択と就業・居住形態との関係、②居住形態と就業形態との関係

についてパネルデータ分析を行った結果、前年の本人の収入、年齢、親

との同居が、結婚の意思決定に対して負に有意となることが確認された。

非正規就業や無業状態は結婚の選択に対して正に有意となったが、場合

分けを行なうと限定的なものであることがわかった。また、多くのケー

スで非正規就業と同居選択とが正の関係にあることもわかった。このこ

とから、非正規就業は同居するという条件の下では、結婚に対して負の

影響を持っていることが確認された。

本研究から導かれる含意はいくつかある。第一に，夫婦を中心とした

家計の意思決定という点では労働供給におけるダグラス・有沢の法則が

有名であるが、成人した子供の労働供給、居住形態の選択、結婚の意思

決定なども、実は当人の主体的な決定ではなく、家族全体を含む家計の

意思決定の問題として捉えた方が実証的には整合的ではないかという点

である。とりわけ、世帯内単身者として同居している子供の場合は、親

から基本的な生活費の移転を受けているに等しく、その所得効果が、労

働供給を低下させたり、結婚して家を出る場合の留保水準を高めている

可能性がある。また親の観点から見ると、子供の収入が不十分であるこ

とがわかっている場合に、子供を独立させて仕送りするコストと同居さ

せておくコストを比較して同居させているというケースも少なくないだ

ろう。さらに所得移転だけではなく、住宅を家族構成員の共有財として

使うという側面、家計内生産関数（household production function）のあ

り方の問題など様々な課題を提供している。

第二に、話題になっているパラサイトシングルの問題は、単に若者の行

動というだけではなく、その親にあたる第１次ベビーブーム（団塊）世代

の行動にも密接に関連しているという点である。佐藤（2000）などの階

層移動に関する社会学的研究によれば、わが国の職業は世代間でかなり

固定化してきている。すなわち、親の職業分類がホワイトカラー雇用上

層にある子供は同じカテゴリーに入る確率が、それ以外の子供より有意

に高いということである。山田（1999a、1999b）が問題にした「社会的

に高い地位についている親とそれに寄生して様々な便益を得ている子供」

という現象は社会の一側面を捉えたものに過ぎず、社会的に恵まれず不

安定な生活を強いられている親と、その結果、十分な教育も受けられず
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不安定な生活を共有している子供の家計も同数以上いるということを忘

れてはならない。世帯内単身者というカテゴリーで統計をとれば、未婚

者の現実像がずいぶんとちがったものになることは事実であり、また世

帯内単身者の問題に本格的に取りくもうとすれば、恵まれない世帯内単

身者についての分析が不可欠になる。山田（1996,2001）は親との同居が

有意に結婚を遅らせる因子として働いており、親の子離れ、子の親離れ

を政策的に促進するのが結婚促進、ひいては出生力増加への鍵であると

して、そのための政策として、（１）自立する若者に対する支援や（２）

親同居未婚者にたいする贈与税課税などを提案しているが、贈与税とい

う考え方はあまり現実的でもないし（渡辺（2001）参照）、雇用情勢上、

正規就業できない若者が増加している時に、自立する若者を支援すると

いうのは空しいスローガンにすぎないだろう。むしろ、重要なことはベ

ビーブーム世代の世代間利害をどのように社会的に調整するかというこ

とであろう。

最後に若干超越的ではあるが、パラサイト化ということが現代の若者

の特色であるかのような議論が多いが、よく考えてみれば、日本社会全

体が 1970年代以後、公共事業への依存、公的年金、社会保障給付への依

存など政府財政へのパラサイト化を続けてきた点についても触れておき

たい。現在、このような制度の見なおしを構造改革の名の下に行なおう

としているが、この大人社会のパラサイト化を廃止することなしに、若

者に自立を求めることは説得力を持たない。本当に必要な政策は、自立

した個人が契約に基づく公正な社会を形成することであり、そのための

インフラ整備である。
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表 1 出生、死亡、婚姻および離婚率（‰） 

年 出生率 死亡率 自然増加率 婚姻率 離婚率

1925 34.9      20.3      14.7        8.7      0.87      
1930 32.4      18.2      14.2        7.9      0.80      
1935 31.6      16.8      14.9        8.0      0.70      
1940 29.4      16.5      12.9        9.3      0.68      
1947 34.3      14.6      19.7        12.0      1.02      
1950 28.1      10.9      17.2        8.6      1.01      
1955 19.4      7.8      11.6        8.0      0.84      
1960 17.2      7.6      9.6        9.3      0.74      
1965 18.6      7.1      11.4        9.7      0.79      
1970 18.8      6.9      11.8        10.0      0.93      
1975 17.1      6.3      10.8        8.5      1.07      
1980 13.6      6.2      7.3        6.7      1.22      
1985 11.9      6.3      5.6        6.1      1.39      
1990 10.0      6.7      3.3        5.9      1.28      
1995 9.6      7.4      2.1        6.4      1.60      
2000 9.5      7.7      1.8        6.4      2.10      

出所： 厚生省「人口動態統計」 

 



表 2 母親の年齢別出生力（‰） 

年 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49
1925 41.2     218.1     248.3     218.6     166.6     71.6     9.5     
1930 30.2     192.5     239.0     208.6     156.8     68.8     7.6     
1937 18.1     170.8     235.9     199.6     147.0     63.8     7.5     
1940 12.2     141.7     232.7     202.1     141.9     60.2     9.2     
1947 14.9     167.6     270.3     234.9     157.3     56.9     5.3     
1950 13.3     161.4     237.7     175.6     104.9     36.1     2.1     
1955 5.9     112.0     181.5     112.8     49.7     12.7     0.7     
1960 4.3     107.2     181.9     80.1     24.0     5.2     0.3     
1965 3.3     113.0     204.2     86.8     19.4     3.1     0.2     
1970 4.5     96.5     209.2     86.0     19.8     2.7     0.2     
1975 4.1     107.0     190.1     69.6     15.0     2.1     0.1     
1980 3.6     77.1     181.5     73.1     12.9     1.7     0.1     
1985 4.1     61.7     178.4     84.9     17.7     1.8     0.1     
1990 3.6     44.8     139.8     93.2     20.8     2.4     0.0     
1995 3.9     40.4     116.1     94.5     26.2     2.8     0.1     
2000 5.5     39.9     99.6     93.7     32.1     3.9     0.1     

出所： 厚生省「人口動態統計」 



表 3 女子人口再生産率 

 

年 合計特殊出生率 総再生産率 純再生産率

1925 5.11 2.51 1.65
1930 4.72 2.30 1.52
1937 4.37 2.13 1.51
1940 4.12 2.01 1.43
1947 4.54 2.21 1.68
1950 3.65 1.77 1.50
1955 2.37 1.15 1.06
1960 2.00 0.97 0.92
1965 2.14 1.04 1.01
1970 2.13 1.03 1.00
1975 1.91 0.93 0.91
1980 1.75 0.85 0.84
1985 1.76 0.86 0.85
1990 1.54 0.75 0.74
1995 1.42 0.69 0.69
2000 1.36 0.66 0.65

出所： 総務庁統計局「第 48 回日本統計年鑑」 

注） 総再生産率とは女児だけの平均出生児数を表し、純再生産率とは再生産

年齢にある女子の年齢別女児特殊出生率を生命表の女子の年齢別生残

数に適用して求めた平均出生女児数を表している。この指標は、１世代の

期間に関する女子人口の置換状態を示すもので、１以上であれば、１世代

の間に女子人口に関して拡大再生産が行われることになり、１以下であれ

ば、縮小再生産されることになる。 



表 4 平均完結出生児数 
 

調査年次 平均出生児数

第1回調査　　1940年 4.27
第2回調査　　1952年 3.50
第3回調査　　1957年 3.60
第4回調査　　1962年 2.83
第5回調査　　1967年 2.65
第6回調査　　1972年 2.20
第7回調査　　1977年 2.19
第8回調査　　1982年 2.23
第9回調査　　1987年 2.19
第10回調査　1992年 2.21
第11回調査　1997年 2.21

出所： 第 1１回出生動向基本調査 第 I 報告書 「日本人の結婚

と出産」、表 1-1、p.17 



表 5 出生児数分布(%) および平均出生児数の推 

調査 0人 1人 2人 3人 4人以上

第7回（1977） 3.0      10.8      56.9      24.1      5.1      2.19人 (1,426) 
第8回（1982） 3.2      9.2      55.6      27.3      4.9      2.23人 (1,421) 
第9回（1987） 3.0      10.0      57.8      25.4      3.7      2.17人 (1,804) 
第10回（1992） 3.1      9.3      56.4      26.5      4.8      2.21人 (1,849) 
第11回（1997） 3.7      9.8      53.6      27.9      5.0      2.21人 (1,334) 

平均（標本数）

出所： 第 11 回出生動向基本調査 第 I 報告書 「日本人の結婚と出産」、表 1-2、p.17 

 



表 6 性別生涯未婚率及び初婚年齢（SMAM）: 1920～2000 年 

 

生涯未婚率(%) 初婚年齢(歳) 生涯未婚率(%) 初婚年齢(歳)

1920 2.17 25.02 1.80 21.16
1925 1.72 25.09 1.61 21.18
1930 1.68 25.77 1.48 21.83
1935 1.65 26.38 1.44 22.51
1940 1.75 27.19 1.47 23.33
1950 1.46 26.21 1.35 23.60
1955 1.18 27.04 1.46 24.68
1960 1.26 27.44 1.87 24.96
1965 1.50 27.42 2.52 24.82
1970 1.70 27.47 3.33 24.65
1975 2.12 27.65 4.32 24.48
1980 2.60 28.67 4.45 25.11
1985 3.89 29.57 4.32 25.84
1990 5.57 30.35 4.33 26.87
1995 8.99 30.68 5.10 27.69
2000 12.57 30.81 5.82 28.58

年次
男 女

注） 総務省統計局『国勢調査報告』により算出。SMAM(Singulate mean age at first 

marriage)は、静態統計の年齢別未婚率から計算する結婚年齢であり、次式により計

算する。SMAM=(∑Cx－50・S)／(1－S)。ただし Cx は年齢別未婚率、S は生涯未婚

率である。生涯未婚率は、45～49 歳と 50～54 歳未婚率の平均値であり、50 歳時の

未婚率を示す。 



表 7 性別、年齢別(5 歳階級)の未婚率： 1920～2000 年 

性別・年齢 1920年 1930年 1950年 1960年 1970年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年

男
15歳以上 29.3    32.3    34.3    34.8    32.3    28.5    29.6    31.2    32.1    31.8    
15～19 97.2    99.0    99.5    99.8    99.3    99.6    99.4    98.5    99.2    99.5    
20～24 70.9    79.6    82.9    91.6    90.1    91.5    92.1    92.2    92.6    92.9    
25～29 25.7    28.7    34.5    46.1    46.5    55.1    60.4    64.4    66.9    69.3    
30～34 8.2    8.1    8.0    9.9    11.6    21.5    28.1    32.6    37.3    42.9    
35～39 4.1    3.9    3.2    3.6    4.7    8.5    14.2    19.0    22.6    25.7    
40～44 2.8    2.4    1.9    2.0    2.8    4.7    7.4    11.7    16.4    18.4    
45～49 2.3    1.8    1.5    1.4    1.9    3.1    4.7    6.7    11.2    14.6    
50～54 2.0    1.5    1.4    1.1    1.5    2.1    3.1    4.3    6.7    10.1    
55～59 1.8    1.4    1.2    1.0    1.2    1.5    2.1    2.9    4.3    6.0    
60～64 1.7    1.2    1.2    0.9    1.0    1.2    1.6    2.0    2.9    3.8    
65～69 1.5    1.0    1.3    0.9    0.9    0.9    1.2    1.4    1.9    2.5    
70～74 1.5    0.9    1.4    0.9    0.9    0.8    0.9    1.0    1.4    1.7    
75～79 1.4    0.9    2.0    1.0    0.9    0.7    0.8    0.8    1.0    1.2    
80～84 1.2    1.0    1.1    0.7    0.7    0.7    0.8    0.9    
85歳以上 1.5    1.1    1.2    0.7    0.7    0.7    0.8    0.8    

女
15歳以上 18.7    21.2    25.7    26.9    24.9    20.9    21.7    23.4    24.0    23.7    
15～19 82.3    89.3    96.6    98.6    97.9    99.0    98.9    98.2    98.9    99.1    
20～24 31.4    37.7    55.3    68.3    71.7    77.7    81.4    85.0    86.4    87.9    
25～29 9.2    8.5    15.2    21.6    18.1    24.0    30.6    40.2    48.0    54.0    
30～34 4.1    3.7    5.7    9.4    7.2    9.1    10.4    13.9    19.7    26.6    
35～39 2.7    2.4    3.0    5.5    5.8    5.5    6.6    7.5    10.0    13.8    
40～44 2.1    1.8    2.0    3.2    5.3    4.4    4.9    5.8    6.7    8.6    
45～49 1.9    1.6    1.5    2.1    4.0    4.4    4.3    4.6    5.6    6.3    
50～54 1.7    1.4    1.2    1.7    2.7    4.4    4.4    4.1    4.5    5.3    
55～59 1.5    1.3    1.2    1.3    2.0    3.5    4.4    4.2    4.1    4.3    
60～64 1.4    1.1    1.2    1.1    1.6    2.4    3.5    4.2    4.1    3.8    
65～69 1.4    1.0    1.3    1.0    1.3    1.7    2.4    3.4    4.2    3.9    
70～74 1.4    0.9    1.3    1.0    1.1    1.3    1.7    2.3    3.4    4.0    
75～79 1.4    0.8    1.5    1.1    1.1    1.0    1.3    1.7    2.3    3.2    
80～84 1.3    1.0    1.0    0.8    1.0    1.3    1.7    2.2    
85歳以上 1.4    0.9    1.0    0.7    0.8    1.0    1.4    1.6    ｝   0.7 ｝    1.2

｝   0.7 ｝   2.0

注） 総務省統計局『国勢調査報告』による。割合の分母になる年齢別人口は配偶関係不詳を含む。 



表 8 調査別にみた平均出会い年齢、平均初婚年齢、平均交際期間 
 

平均出会年齢 平均初婚年齢 平均出会年齢 平均初婚年齢

第9回 （1987） 25.7 28.2 22.7 25.3 2.5

第10回(1992) 25.4 28.3 22.8 25.7 2.9

第11回(1997) 25.1 28.4 22.7 26.1 3.4

調査年次
夫 妻

平均交際期間(年）

注）  各調査時点より過去 5 年間に結婚した夫婦についての比較。標本数 第 9 回(1289)、第 10 回

（1342）、第 11 回（1145）。 



表 9 出生コーホート別に見た妻の平均出会年齢、平均初婚年齢、平均交際期間 

 

出生年 平均出会年齢 平均初婚年齢 平均交際期間(年)

1937-39 22.4 24.2 1.8
1940-44 22.7 24.3 1.6
1945-49 22.5 24.2 1.7
1950-54 22.6 24.6 2.0
1955-59 22.6 25.1 2.5

注） 結婚年齢 37 歳未満の標本に限定。標本数：1935-39 年 (478)、1940-44 年 (1330)、

1945-49 年(1358)、1955-59 年(1148)。 



表 10 結婚年次別に見た恋愛結婚・見合い結婚の比率(%) 

 

結婚年次 恋愛結婚 見合結婚 その他・不祥

1930-39 13.4          69.0          17.7           
1940-44 14.6          69.1          16.4           
1945-49 21.4          59.8          18.9           
1950-54 33.1          53.9          13.0           
1955-59 36.2          54.0          9.9           
1960-64 41.1          49.8          9.1           
1965-69 48.7          44.9          6.4           
1970-74 61.5          33.1          5.5           
1975-79 66.7          30.4          2.9           
1980-84 72.6          24.9          2.5           
1985-89 80.2          17.7          2.1           
1990-94 84.8          12.7          2.6           
1995+   87.1          9.9          3.0           

 



表 11 世帯内単身者の年齢分布 

年齢

%  %  %  
    -19 103 ( 6.3 )   106 ( 6.0 )   209 ( 6.1 )   
20-24 624 ( 37.9 )   488 ( 27.5 )   1,112 ( 32.5 )   
25-29 500 ( 30.4 )   546 ( 30.8 )   1,046 ( 30.6 )   
30-34 207 ( 12.6 )   284 ( 16.0 )   491 ( 14.4 )   
35-39 86 ( 5.2 )   136 ( 7.7 )   222 ( 6.5 )   
40-44 47 ( 2.9 )   95 ( 5.4 )   142 ( 4.2 )   
45-49 25 ( 1.5 )   68 ( 3.8 )   93 ( 2.7 )   
50-54 25 ( 1.5 )   36 ( 2.0 )   61 ( 1.8 )   
55-59 11 ( 0.7 )   6 ( 0.3 )   17 ( 0.5 )   
60-64 7 ( 0.4 )   5 ( 0.3 )   12 ( 0.4 )   
65-69 6 ( 0.4 )   0 ( 0.0 )   6 ( 0.2 )   
70-74 3 ( 0.2 )   1 ( 0.1 )   4 ( 0.1 )   
75-    3 ( 0.2 )   1 ( 0.1 )   4 ( 0.1 )   
合計 1,647 ( 100.0 )   1,772 ( 100.0 )   3,419 ( 100.0 )   

女性 男性 全体



表 12 年齢階級別学歴分布(%) 

 

義務教育 高校
専門･専修

学校
短大・高専 大学以上 その他 合計 (度数）

    -19 17.2       78.0       4.3       0.0       0.0       0.5       100.0 (209)    
20-29 4.1       38.8       19.2       16.0       21.5       0.5       100.0 (2,159)    
30-39 6.3       43.1       12.9       13.3       23.8       0.6       100.0 (713)    
40-49 19.1       45.8       5.9       5.5       21.6       2.1       100.0 (236)    
50-59 22.8       48.1       5.1       8.9       12.7       2.5       100.0 (79)    
60-    34.6       23.1       19.2       0.0       15.4       7.7       100.0 (26)    
全体 7.0       42.6       15.8       13.4       20.4       0.7       100.0 (3,422)    



表１3 男女別・年齢別就労形態(%) 

フルタイム パート アルバイト 嘱託・派遣 不詳 合計 (度数）

男性 79.5      3.9      9.9      4.6      1.9      100.0 * (1549) 
女性 65.2      12.1      12.4      8.8      1.6      100.0 (1417) 

    -19 54.3      11.3      27.8      4.0      2.6      100.0 (151) 
20-29 72.3      7.8      12.2      6.6      1.2      100.0 (1949) 
30-39 78.9      6.1      5.4      7.4      2.1      100.0 (607) 
40-49 74.1      7.8      5.2      6.2      6.7      100.0 (192) 
50-59 70.7      15.5      6.9      6.9      0.0      100.0 (58) 
60-    44.4      22.2      22.2      11.1      0.0      100.0 * (9) 

72.7      7.8      11.1      6.6      1.8      100.0 (2966) 

性別

年齢別

全体

注） * 表示を小数点以下１桁としたため、％合計は 100.0 とならない。 



表 14  年齢階級別貯蓄の有無率 

 

年齢階級 貯蓄あり

    -19 0.46
20-29 0.74
30-39 0.78
40-49 0.76
50-59 0.68
60-    0.95
全体 0.74



表 15 年齢階級別繰り入れ有無率と平均繰り入れ額 

 

年齢 繰入の有無 平均繰入額

%     千円  

   -19 48.3 13.6
20-29 66.8 20.7
30-39 74.7 37.7
40-49 79.6 64.5
50-59 78.9 79.5
60-    87.0 75.4
全体 68.6 28.5



表 16 住宅状況 

 

住宅の種類 割合 度数

(%)
持ち家（一戸建て） 76.1     (2,030)  
持ち家（共同住宅） 5.2     (139)  

民間の借家 9.6     (256)  
給与住宅 0.8     (22)  
公営借家 6.0     (161)  
その他 1.0     (28)  
不詳 1.2     (31)  

合    計 100.0     (2,667)  



表 17 部屋数 

 

部屋数 割合 (度数)

(%)

3部屋数以下 13.3    (356)  
4部屋 15.9    (423)  
5部屋 22.7    (606)  
6部屋 18.6    (496)  
7部屋 11.9    (318)  
8部屋 8.1    (215)  
9部屋 3.4    (91)  

10部屋以上 4.4    (118)  
不詳 1.6    (44)  

合    計 100.0    (2,667)  



表 18 世帯主年齢別にみた一世帯あたり平均所得(中位点推計) 

年齢階級 40-49 50-59 60-69 70-

平均世帯所得(万円) 664.6 （727.2） 816.2 （819.3） 677.6 （600.2） 648.6 （467.6）

世帯員一人あたり(万円) 178.4 （199.5） 225.0 （265.9） 204.4 （231.8） 180.5 （202.3）

平均世帯人員(人) 4.05 （3.65） 3.74 （3.08） 3.37 （2.59） 3.61 （2.31）

平均有業人員(人) 2.41 （1.69） 2.66 （2.00） 1.98 （1.25） 1.86 （0.74）

注） カッコ内は「平成 12 年国民生活基礎調査」結果より引用。 

 



表 19 年齢別人口構成(未婚継続サンプル) 

（人）

年齢 1993 1994 1995 1996 1997 累積欠票数

24歳 48      
25歳 34      48      
26歳 30      34      47      
27歳 25      30      34      48      
28歳 24      24      30      34      45      3      
29歳 22      24      25      30      31      3      
30歳 14      22      24      25      30      0      
31歳 9      14      22      24      24      1      
32歳 8      9      14      22      22      2      
33歳 4      8      9      14      21      1      
34歳 3      4      8      9      14      0      
35歳 3      4      8      9      0      
36歳 3      4      8      0      
37歳 3      4      0      
38歳 3      0      
計 221      220      220      221      211      10      

 



表 20 年齢別人口構成(結婚サンプル) 

 

（人）

年齢 1993 1994 1995 1996 1997 累積欠票数

24歳 45      
25歳 42      45      
26歳 24      42      42      
27歳 17      24      41      43      
28歳 12      17      23      38      40      5      
29歳 9      12      15      22      36      6      
30歳 8      9      12      14      22      2      
31歳 3      8      9      12      13      4      
32歳 5      3      8      9      12      0      
33歳 3      4      3      8      8      1      
34歳 2      3      5      2      8      0      
35歳 2      3      5      2      1      
36歳 2      3      5      0      
37歳 2      3      0      
38歳 2      0      
計 170      169      163      158      151      19      



表 21 未婚理由 

理    由
(％) (％) (％) (％)

1.仕事がおもしろいから 22 (12.87) 14 (8.19) 16 (9.30) 16 (10.88)
2.勉強がおもしろいから 1 (0.58) 0 0.00 0 0.00 0 0.00
3.現在の生活に満足 52 (30.41) 58 (33.92) 54 (31.40) 45 (30.61)
4.結婚前にやっておきたことがある 43 (25.15) 48 (28.07) 32 (18.60) 25 (17.01)
5.まだ結婚したい人に出会っていない 120 (70.18) 123 (71.93) 124 (72.09) 108 (73.47)
6.恋人はいるが、結婚に踏み切れない 34 (19.88) 26 (15.20) 29 (16.86) 27 (18.37)
7.親の期待する結婚相手を見つけるのが難しい 15 (8.77) 12 (7.02) 9 (5.23) 10 (6.80)
8.その他 10 (5.85) 7 (4.09) 12 (6.98) 4 (2.72)

回答者数 171 171 172 147

1994 1995 1996 1997

注） 複数回答。 



表 22 学歴別人口構成 

 

学歴

人 % 人 % 人 %

1.中学校 7   (4.1) 8   (3.6) 104   (6.9)
2.高校 58   (34.1) 73   (33.0) 649   (43.3)
3.専門･専修学校 37   (21.8) 39   (17.6) 259   (17.3)
4.短大・高専 34   (20.0) 55   (24.9) 302   (20.1)
5.大学・大学院 34   (20.0) 44   (19.9) 180   (12.0)
6.その他 -  (-) 2   (0.9) 6   (0.4)

計 170   (100.0) 221   (100.0) 1,500   (100.0)

結婚 未婚 全体



表 23 勤務先の業種分類(期間中に結婚したサンプル) 

 
1993 1994 1995

人数 割合 割合 人数 割合 割合 人数 割合 割合
(%) (%) (%)

無業 14   8.24 25   14.79 43   26.38
(%) (%) (%)

有業 153   100.0  90.00 141   100.0  83.43 116   100.0  71.17
農林業 1   0.7  0.59 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
漁業･水産業 1   0.7  0.59 2   1.4  1.18 2   1.7  1.23
鉱業 1   0.7  0.59 1   0.7  0.59 1   0.9  0.61
建設業 8   5.2  4.71 5   3.5  2.96 5   4.3  3.07
製造業（出版、印刷を含む） 25   16.3  14.71 24   17.0  14.20 20   17.2  12.27
卸売･小売業 28   18.3  16.47 27   19.1  15.98 22   19.0  13.50
金融・保険･不動産業 15   9.8  8.82 14   9.9  8.28 9   7.8  5.52
運輸・通信業 7   4.6  4.12 8   5.7  4.73 3   2.6  1.84
電気･ガス･水道･熱供給業 2   1.3  1.18 1   0.7  0.59 1   0.9  0.61
サービス業 49   32.0  28.82 42   29.8  24.85 38   32.8  23.31
公務 14   9.2  8.24 16   11.3  9.47 15   12.9  9.20
その他 1   0.7  0.59 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
無回答 1   0.7  0.59 1   0.7  0.59 0   0.0  0.00

自営家従その他 2   1.18 3   1.78 4   2.45
合　計 170   100.00 169   100.00 163   100.00

1996 1997
人数 割合 割合 人数 割合 割合

(%) (%)

無業 72   45.57 81   53.64
(%) (%)

有業 81   100.0  51.27 63   100.0  41.72
農林業 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
漁業･水産業 2   2.5  1.27 1   1.6  0.66
鉱業 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
建設業 2   2.5  1.27 3   4.8  1.99
製造業（出版、印刷を含む） 15   18.5  9.49 14   22.2  9.27
卸売･小売業 17   21.0  10.76 13   20.6  8.61
金融・保険･不動産業 6   7.4  3.80 4   6.3  2.65
運輸・通信業 2   2.5  1.27 0   0.0  0.00
電気･ガス･水道･熱供給業 1   1.2  0.63 0   0.0  0.00
サービス業 26   32.1  16.46 19   30.2  12.58
公務 10   12.3  6.33 9   14.3  5.96
その他 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
無回答 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00

自営家従その他 5   3.16 7   4.64
合　計 158   100.00 151   100.00



表 24 勤務先の業種分類(未婚継続サンプル) 

 
1993 1994 1995

人数 割合 割合 人数 割合 割合 人数 割合 割合
(%) (%) (%)

無業 27   12.27 20   9.09 20   9.13
(%) (%) (%)

有業 188   100.0  85.45 192   100.0  87.27 190   100.0  86.76
農林業 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
漁業･水産業 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
鉱業 2   1.1  0.91 2   1.0  0.91 2   1.1  0.91
建設業 14   7.4  6.36 16   8.3  7.27 14   7.4  6.39
製造業（出版、印刷を含む） 34   18.1  15.45 34   17.7  15.45 35   18.4  15.98
卸売･小売業 29   15.4  13.18 27   14.1  12.27 30   15.8  13.70
金融・保険･不動産業 22   11.7  10.00 22   11.5  10.00 23   12.1  10.50
運輸・通信業 5   2.7  2.27 7   3.6  3.18 8   4.2  3.65
電気･ガス･水道･熱供給業 1   0.5  0.45 1   0.5  0.45 1   0.5  0.46
サービス業 59   31.4  26.82 60   31.3  27.27 56   29.5  25.57
公務 17   9.0  7.73 19   9.9  8.64 18   9.5  8.22
その他 3   1.6  1.36 2   1.0  0.91 1   0.5  0.46
無回答 2   1.1  0.91 2   1.0  0.91 2   1.1  0.91

自営家従その他 5   2.27 8   3.64 9   4.11
合　計 220   100.00 220   100.00 219   100.00

1996 1997
人数 割合 割合 人数 割合 割合

(%) (%)

無業 21   9.50 22   10.43
(%) (%)

有業 190   100.0  85.97 179   100.0  84.83
農林業 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
漁業･水産業 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
鉱業 1   0.5  0.45 1   0.6  0.47
建設業 16   8.4  7.24 16   8.9  7.58
製造業（出版、印刷を含む） 38   20.0  17.19 33   18.4  15.64
卸売･小売業 30   15.8  13.57 35   19.6  16.59
金融・保険･不動産業 21   11.1  9.50 21   11.7  9.95
運輸・通信業 9   4.7  4.07 5   2.8  2.37
電気･ガス･水道･熱供給業 1   0.5  0.45 0   0.0  0.00
サービス業 56   29.5  25.34 49   27.4  23.22
公務 17   8.9  7.69 18   10.1  8.53
その他 0   0.0  0.00 0   0.0  0.00
無回答 1   0.5  0.45 1   0.6  0.47

自営家従その他 10   4.52 10   4.74
合　計 221   100.00 211   100.00



表 25 基本統計量（全サンプル） 

 

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

inc (本人収入，万円） 5,898 143.85    161.74     0       1,300     
dep （預金残高，万円） 3,377 214.70    237.49     1       2,000     
loan （借入残高，万円） 1,452 103.77    73.36     1       275     
targetsav （結婚のための貯蓄目標額，万円） 1,028 285.49    193.89     20       3,000     
marry1* （結婚意思　まもなくする） 1,235 1.10    0.30     1       2     
marry2* （結婚意思　すぐしたい） 1,235 1.16    0.37     1       2     
marry3* （結婚意思　いずれしたい） 1,235 1.49    0.50     1       2     
marry4* （結婚意思　必ずしもしなくてよい） 1,235 1.21    0.41     1       2     
marry5* （結婚意思　したくない） 1,235 1.04    0.19     1       2     
child1* （出産意思　是非ほしい） 2,303 1.34    0.47     1       2     
child2* （出産意思　条件によって欲しい） 2,303 1.24    0.43     1       2     
child3* （出産意思　ほしくない） 2,303 1.42    0.49     1       2     
edudu1* (本人学歴　高卒） 1,247 1.45    0.50     1       2     
edudu2* (本人学歴　専門学校卒） 1,247 1.21    0.41     1       2     
edudu3* (本人学歴　短大卒） 1,247 1.20    0.41     1       2     
edudu4* (本人学歴　大卒） 1,247 1.11    0.33     1       2     

変数

注） * Yes=1、No=2。 



表 26 推計結果(全サンプル) 

Random-effect Probit Model

inc(年収) -0.008  -12.18 *** -0.020  -10.79 *** -0.009  -8.73 *** -0.023  -8.89 ***
inc^2(年収の2次項) --- --- 0.000  7.58 *** --- --- 0.000  8.01 ***
age(年齢) 0.408  12.44 *** 0.343  9.86 *** 0.898  5.20 *** 1.179  5.80 ***
age^2(年齢の2次項) --- --- --- --- -0.029  -2.85 *** -0.044  -3.78 ***
dep (貯蓄) --- --- --- --- -0.002  -4.53 *** -0.003  -6.86 ***
Cohabpa(同居) -2.010  -10.65 *** -2.019  -9.91 *** -2.571  -8.07 *** -1.977  -7.19 ***
Occupdu1(パート) 0.628  2.33 ** 0.737  2.45 ** 0.612  1.39 0.082  0.21
Occupdu2(無業) 1.355  5.33 *** 0.661  2.34 ** 1.282  3.87 *** 0.555  1.38
constant 1.422  2.08 3.747  4.84 *** 1.278  1.32 1.467  1.16

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2
rho
Log likehood
Likelihood ratio test of rho=0
Prob>=chibar2

GEE Population-averaged Model

inc(年収) -0.002  -8.06 *** -0.005  -7.60 *** -0.002  -4.55 *** -0.005  -7.25 ***
inc^2(年収の2次項) --- --- 0.000  3.98 *** --- --- 0.000  4.50 ***
age(年齢) 0.099  11.62 *** 0.096  11.05 *** 0.235  6.60 *** 0.236  6.29 ***
age^2(年齢の2次項) --- --- --- --- -0.008  -3.74 *** -0.008  -3.67 ***
dep (貯蓄) --- --- --- --- -0.001  -4.16 *** -0.001  -4.93 ***
Cohabpa(同居) -0.616  -10.94 *** -0.577  -9.95 *** -0.528  -8.01 *** -0.513  -7.51 ***
Occupdu1(パート) 0.223  3.39 *** 0.167  2.60 *** 0.199  2.45 ** 0.124  1.54
Occupdu2(無業) 0.335  5.08 *** 0.174  2.67 *** 0.402  4.51 *** 0.188  2.24 **
constant 0.542  2.62 *** 1.029  4.93 *** -0.379  -1.33 0.298  1.12

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2 351.72

推計値 漸近的t値

2,535
945

被説明変数：結婚ダミー
(既婚=1,独身=0)

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値

モデル1-5 モデル 1-6 モデル 1-7

推計値 推計値 推計値

0.000 0.0000.000 0.000
781.39 722.541,281.62 1,215.18
-676.49 -656.47-990.37 -961.08

0.94 0.920.92 0.92
202.11 170.45390.91 337.05

945 9451,339 1,339

モデル1-4

2,335 2,5354,411 4,411

被説明変数：結婚ダミー
(既婚=1,独身=0)

モデル 1-1 モデル 1-2 モデル 1-3

推計値 推計値 推計値 漸近的t値漸近的t値漸近的t値 漸近的t値 推計値

モデル 1-8

4,411
1,339
410.76

4,411
1,339
450.19

2,535
945

304.84

注） ***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意。



表 27 推計結果(全サンプル) 

inc(年収) -0.006  -6.87 *** -0.005  -7.28 *** -0.008  -4.31 *** -0.003  -7.59 *** -0.019  -7.62 ***
inc^2(年収の2次項) 0.000  5.69 *** 0.000  4.10 *** 0.000  4.16 *** --- --- 0.000  4.61 ***
age(年齢) 0.313  4.32 *** 0.089  7.40 *** 0.313  5.26 *** 0.140  6.23 *** 0.139  1.66 *
age^2(年齢の2次項) -0.014  -3.20 *** --- --- -0.013  -3.70 *** --- --- --- --- 
dep (貯蓄) -0.001  -2.75 *** --- --- -0.001  -2.91 *** --- --- --- --- 
Cohabpa(同居) -0.707  -6.12 *** -0.628  -8.56 *** -0.146  -0.72 -0.750  -9.02 *** -2.427  -6.914 ***
Occupdu1(パート) 0.033  0.26 0.134  1.47 0.060  0.30 0.105  0.86 1.344  2.82 ***
Occupdu2(無業) -0.095  -0.76 0.269  2.73 *** 0.308  1.32 0.267  2.27 ** 0.579  1.32
constant 0.778  1.76 * 1.157  3.71 *** -0.041  -0.08 0.943  2.63 *** 5.369  4.43 ***

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2
rho
Log likehood
Likelihood ratio test of rho=0
Prob>=chibar2
モデル

inc(年収) -0.009  -5.75 *** -0.021  -7.21 *** -0.005  -3.94 *** -0.005  -6.43 *** -0.004  -3.78 ***
inc^2(年収の2次項) --- --- 0.000  4.89 *** 0.000  3.08 *** 0.000  6.17 *** 0.000  3.07 ***
age(年齢) 0.133  1.35 *** 0.273  5.16 *** 0.223  3.20 *** 0.299  3.86 *** 0.151  5.62 ***
age^2(年齢の2次項) --- --- --- --- -0.007  -1.86 * -0.011  -2.28 ** --- --- 
dep (貯蓄) --- --- --- --- 0.000  -2.00 ** -0.001  -3.24 *** --- --- 
Cohabpa(同居) -0.958  -2.62 *** -1.794  -5.44 *** -0.258  -1.68 * -0.724  -5.33 *** -0.574  -4.32 ***
Occupdu1(パート) 0.166  1.33 0.988  2.14 ** 0.192  1.06 0.616  0.38 0.258  1.14
Occupdu2(無業) 1.336  2.36 ** 0.765  1.83 * 0.353  1.57 -0.010  -0.07 0.418  2.31 **
constant 5.254  3.25 *** 3.390  3.05 *** -0.349  0.50 0.832  1.50 -0.163  -0.31

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2
rho
Log likehood
Likelihood ratio test of rho=0
Prob>=chibar2
モデル

inc(年収) -0.007  -5.22 *** -0.010  -6.68 *** -0.004  -2.04 **
inc^2(年収の2次項) 0.000  3.08 *** 0.000  5.43 *** 0.000  1.43
age(年齢) 0.117  7.48 *** 0.099  4.36 *** 0.121  3.21 ***
age^2(年齢の2次項) --- --- --- --- --- --- 
dep (貯蓄) --- --- --- --- --- --- ***
Cohabpa(同居) -0.967  -6.71 *** -0.781  -5.33 *** -1.014  -4.60 ***
Occupdu1(パート) 0.375  2.51 ** -0.318  -1.77 * 0.097  0.28
Occupdu2(無業) 0.285  1.67 * -0.023  -0.09 0.631  1.74 *
constant 1.310  2.44 ** 2.622  4.12 *** 0.688  0.67

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2
モデル 1-6 1-61-6

464 191
206.77 181.26 80.49

799

漸近的t値

1,193 619 273

漸近的t値 推計値 漸近的t値 推計値

親の年収499万円以下 親の年収500～999万円 親の年収1000万円以上

推計値

被説明変数：結婚ダミー
(既婚=1,独身=0)

1-5

1,484
454

66.62
0.94

-244.11
429.10
0.00
1-1

1-21-51-81-6

0.91
-332.50
448.35
0.00

---
---
---

405
263.13

1,596
480

133.41
785

2,460 462
190

---
---
---
---

---
---

---
---
---
---

405
263.13

---
---

漸近的t値 漸近的t値

漸近的t値

1,331 1,331

27～30歳

31～34歳

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値

推計値

13大都市 その他の市 町村 2４～26歳

1,889

---
--- ---

195.76 73.94

推計値漸近的t値 漸近的t値

450
173

600

推計値

被説明変数：結婚ダミー
(既婚=1,独身=0)

高校卒 専門・専修学校卒

推計値

短大・高専卒 大学・大学院卒

漸近的t値 漸近的t値推計値

581 217
546
153

165.73
0.91

-367.72
---

507.43
0.00

---
---

---
---
---

---

1-2

---
---

1-81-8

---
336.90 114.15

117.10

1-5

推計値推計値

被説明変数：結婚ダミー
(既婚=1,独身=0) 推計値 推計値 推計値

注） ***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意。 



表 28 基本統計量（期間中に結婚したサンプル） 

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

inc (本人収入，万円） 723 223.42    145.79     0       850     
dep （預金残高，万円） 540 222.07    220.68     1       1,540     
loan （借入残高，万円） 172 40.13    22.21     1       2,020     
targetsav （結婚のための貯蓄目標額，万円） 268 260.66    142.89     20       1,000     
marry1* （結婚意思　まもなくする） 208 1.43    0.50     1       2     
marry2* （結婚意思　すぐしたい） 208 1.14    0.34     1       2     
marry3* （結婚意思　いずれしたい） 208 1.36    0.48     1       2     
marry4* （結婚意思　必ずしもしなくてよい） 208 1.06    0.23     1       2     
marry5* （結婚意思　したくない） 208 1.01    0.10     1       2     
child1* （出産意思　是非ほしい） 287 1.30    0.46     1       2     
child2* （出産意思　条件によって欲しい） 287 1.25    0.43     1       2     
child3* （出産意思　ほしくない） 287 1.46    0.50     1       2     
edudu1* (本人学歴　高卒） 156 1.49    0.50     1       2     
edudu2* (本人学歴　専門学校卒） 156 1.21    0.41     1       2     
edudu3* (本人学歴　短大卒） 156 1.16    0.37     1       2     
edudu4* (本人学歴　大卒） 156 1.13    0.34     1       2     

変数

注） * Yes=1、No=2。 

 



表 29 推計結果(期間中に結婚したサンプル) 

Random-effect Probit Model

inc(年収) -0.003  -3.60 *** -0.008  -4.11 *** -0.002  -2.13 ** -0.009  -3.21 ***
inc^2(年収の2次項) --- --- 0.000  3.11 *** --- --- 0.000  2.84 ***
age(年齢) 0.150  2.86 *** 0.157  2.87 *** 0.900  3.97 *** 0.978  4.09 ***
age^2(年齢の2次項) --- --- --- --- -0.047  -3.47 *** -0.053  -3.62 ***
dep (貯蓄) --- --- --- --- -0.002  -2.77 *** -0.002  -3.10 ***
Cohabpa(同居) -0.803  -4.32 *** -0.779  -4.06 *** -0.763  -2.84 *** -0.789  -2.84 ***
Occupdu1(パート) 0.238  0.84 0.096  0.32 0.175  0.44 -0.118  -0.28
Occupdu2(無業) 0.517  1.84 * 0.226  0.73 0.646  1.64 0.201  0.46
constant 0.749  0.95 1.670  1.93 * -1.672  -1.28 -0.155  0.11

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2
rho
Log likehood
Likelihood ratio test of rho=0
Prob>=chibar2

GEE Population-averaged Model

inc(年収) -0.002  -3.74 *** -0.006  -3.29 *** -0.001  -1.92 * -0.007  -2.31 **
inc^2(年収の2次項) --- --- 0.000  2.03 ** --- --- 0.000  1.58
age(年齢) 0.128  3.13 *** 0.126  3.04 *** 0.582  4.42 *** 0.605  4.39 ***
age^2(年齢の2次項) --- --- --- --- -0.031  -3.44 *** -0.033  -3.45 ***
dep (貯蓄) --- --- --- --- -0.001  -2.98 *** -0.001  -3.15 ***
Cohabpa(同居) -0.610  -4.27 *** -0.570  -3.91 *** -0.569  -3.39 *** -0.540  -3.30 ***
Occupdu1(パート) 0.195  0.78 0.522  0.20 0.127  0.43 -0.112  -0.38
Occupdu2(無業) 0.426  2.08 ** 0.174  0.82 0.518  1.86 * 0.156  0.57
constant 0.428  0.66 1.245  1.71 * -1.060  -1.18 0.119  0.13

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2 81.02 88.30 91.22 105.96

163 163 149 149

推計値 漸近的t値

553 553 397 397

被説明変数：結婚ダ
ミー(既婚=1,独身=0)

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値

モデル 1-13 モデル 1-14 モデル 1-15

推計値 推計値 推計値

0.000 0.000 0.000 0.000
18.50 21.65 19.22 22.11

-294.61 -289.63 -198.22 -193.83

149
39.29

0.39 0.43 0.55 0.57

推計値 推計値 漸近的t値

397

39.45

被説明変数：結婚ダ
ミー(既婚=1,独身=0)

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値

モデル 1-9 モデル 1-10 モデル 1-11

推計値 推計値

モデル 1-16

モデル 1-12

553
163

57.84

553
163

57.97

397
149

注） ***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意。 



表 30 推計結果(期間中に結婚したサンプル) 

inc(年収) -0.009  -2.76 *** -0.001  -0.91 -0.010  -1.34 -0.007  -2.66 *** -0.008  -3.11 ***
inc^2(年収の2次項) 0.000  2.23 *** --- --- 0.000  1.44 0.000  1.62 0.000  2.73 ***
age(年齢) 0.806  2.84 *** 0.481  2.62 *** 0.802  2.02 ** 0.534  5.43 *** 0.571  0.78
age^2(年齢の2次項) -0.046  -2.39 ** -0.027  -1.99 ** -0.042  -1.67 * --- --- -0.009  -0.12
dep (貯蓄) -0.002  -1.50 -0.001  -1.92 * -0.002  -2.27 ** --- --- -0.003  -3.52 ***
Cohabpa(同居) -0.502  -1.66 * -0.753  -3.36 *** -0.697  -1.17 -0.626  -2.81 *** 0.160  0.04
Occupdu1(パート) -0.956  -0.98 0.175  0.59 -0.115  -0.07 -0.195  -0.48 -0.120  -0.20
Occupdu2(無業) -0.902  -2.07 ** 1.407  3.70 *** -0.034  -0.04 0.189  0.47 -0.562  -1.39
constant 2.003  1.21 -1.414  -1.26 0.308  0.07 0.292  0.24 0.864  0.37

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2
モデル

inc(年収) 0.135 2.21 * -0.011 -1.98 ** 0.010 1.71 * -0.009 -1.39 -0.001 -0.47
inc^2(年収の2次項) --- --- 0.000 1.45 0.000 -1.57 0.000 0.79 0.000 0.54
age(年齢) -1.169 -0.92 0.774 3.34 *** -0.695 -2.55 ** 0.669 2.20 ** 0.333 1.16
age^2(年齢の2次項) 0.323 1.52 -0.050 -3.03 *** 0.036 1.79 * -0.037 -1.97 ** -0.011 -0.550
dep (貯蓄) -0.003 -1.84 * -0.001 -1.23 0.002 1.90 * -0.001 -0.82 -0.002 -2.40 **
Cohabpa(同居) -1.582 -3.03 ** -0.948 -2.86 *** -0.040 -0.13 -0.841 -1.64 -1.004 -3.30 ***
Occupdu1(パート) 2.858 3.73 *** 0.058 0.06 -0.208 -0.38 -0.348 -0.43 0.009 0.02
Occupdu2(無業) 3.738 2.58 *** 0.186 0.31 -0.218 -0.30 -0.008 -0.01 0.281 0.44
constant -6.565 -1.13 0.806 0.33 1.275 0.62 0.936 0.48 0.991 0.57

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2
モデル

inc(年収) -0.011  -3.06 *** -0.012  -3.09 *** -0.002  -2.44 **
inc^2(年収の2次項) 0.000  3.14 *** 0.000  2.31 *** --- --- 
age(年齢) 0.673  3.34 *** 0.711  2.58 *** 0.194  1.80 *
age^2(年齢の2次項) -0.042  -2.90 *** -0.417  -1.89 --- --- 
dep (貯蓄) -0.002  -2.46 *** -0.023  -3.16 ** --- --- 
Cohabpa(同居) -1.449  -3.53 ** -0.214  -0.64 -0.513  -1.87 *
Occupdu1(パート) 2.832  6.09 *** -0.513  -0.94 0.098  0.20
Occupdu2(無業) 0.037  0.08 0.028  0.05 0.185  0.31
constant -0.743  -0.53 0.680  0.39 0.052  0.04

診断テスト
サンプル数

グループ数
Wald chi2
モデル

11
44 163

54

1-13

1-161-16

1-16

大学・大学院卒

1-161-16

40
40.34

353
106

92.58

96 56

1-16

244
101

70.00

27～30歳

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値推計値 推計値

24～26歳
被説明変数：結婚ダミー

(既婚=1,独身=0)

13大都市 その他の市 町村

推計値 推計値 推計値

109

短大・高専卒専門・専修学校卒高校卒

30
35.70

31～34歳

1-15 1-14

41
36.50

1-16

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値

親の年収499万円以下 親の年収500～999万円以下 親の年収1000万円以上

1-16

被説明変数：結婚ダミー
(既婚=1,独身=0)

推計値 推計値

95.60 46.05

149
55

130

推計値推計値 推計値

49.97
31
116

35
84
30

99
30

93

被説明変数：結婚ダミー
(既婚=1,独身=0)

推計値 推計値 推計値

72.76 64.41 53.7447.10 95.99

51

1-16 1-16

注） ***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意。 

 



表 31 基本統計量（無配偶サンプル） 

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

owninc (本人収入，万円） 1,695 274.98    139.38     0 1,120     
dep （貯蓄，万円） 1,417 280.43    262.47     1 1,540     
marry1* （結婚意思　まもなくする） 1,210 1.11    0.31     1 2     
marry2* （結婚意思　すぐしたい） 1,210 1.16    0.37     1 2     
marry3* （結婚意思　いずれしたい） 1,210 1.47    0.50     1 2     
marry4* （結婚意思　必ずしもしなくてよい） 1,210 1.22    0.41     1 2     
marry5* （結婚意思　したくない） 1,210 1.04    0.19     1 2     
child1* （出産意思　是非ほしい） 665 1.33    0.47     1 2     
child2* （出産意思　条件によって欲しい） 665 1.26    0.43     1 2     
child3* （出産意思　ほしくない） 665 1.42    0.49     1 2     
edudu1* (本人学歴　高卒） 375 1.43    0.50     1 2     
edudu2* (本人学歴　専門学校卒） 375 1.21    0.41     1 2     
edudu3* (本人学歴　短大卒） 375 1.20    0.40     1 2     
edudu4* (本人学歴　大卒） 375 1.15    0.36     1 2     

変数

注） * Yes=1、No=2。 



表 32 推計結果(全無配偶サンプル、未婚継続サンプル) 

inc(年収) -0.001  -0.43 -0.002  -0.72 -0.001  -1.91 ** -0.003  -2.23 **
inc＾2(年収の2次項) 0.000  0.11 0.000  0.15 0.000  1.21 0.000  1.19
age(年齢) -0.468  -3.18 *** -0.515  -2.89 *** -0.111  -2.04 ** -0.134  -1.56
age^2(年齢の2次項) 0.003  0.25 0.010  0.82 -0.001  -0.18 0.006  0.31
dep (貯蓄) 0.002  4.08 *** 0.002  3.46 *** 0.001  1.75 * 0.001  1.67 *
Occupdu1(パート) 0.465  1.26 0.408  1.01 -0.013  -0.08 -0.236  -0.92
Occupdu2(嘱託) 0.261  0.38 -0.056  -0.07 0.331  2.26 ** 0.201  0.96
Occupdu3(家族従業員) -0.388  -0.65 -0.416  -0.65 0.315  0.98 0.492  0.35
Occupdu4(無業) 0.547  1.19 0.793  1.38 0.180  0.89 0.385  0.53
constant 6.272  4.09 *** 6.191  3.57 *** 1.088  1.65 * 2.118  1.94 *

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2
rho
Log likehood
Likelihood ratio test of rho=0
Prob>=chibar2

被説明変数：同居ダミー
(親と同居=1,親と別居=0)

未婚継続 全無配偶 未婚継続

Random-effect Probit Model

推計値 推計値 推計値 推計値

1,472 932 1,472 932
466 211 466 211

64.51 452.74 62.41 32.09
0.94

-340.29
0.92

-186.89
343.96
0.000

169.33
0.000

GEE Population-averaged Model

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値

全無配偶

---
---
---
---

---
---
---
---

注） ***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意。 

 



表 33 推計結果(全無配偶サンプル) 

inc(年収) -0.001  -1.32 -0.006  -1.26 -0.001  -0.43 -0.001  -0.51 -0.001  -0.14 0.000  -0.56
inc＾2(年収の2次項) 0.000  -0.19 0.000  0.96 0.000  0.54 0.000  -0.05 0.000  0.51 0.000  -0.07
age(年齢) -0.084  -1.31 -0.643  -2.86 *** -0.091  -0.74 0.183  1.21 -0.952  -1.88 * -0.092  -1.43
age^2(年齢の2次項) -0.002  -0.57 0.014  0.92 -0.002  -0.22 -0.049  -2.59 *** 0.055  1.13 0.000  -0.04
dep (貯蓄) 0.001  2.78 *** 0.000  -0.54 0.000  -0.02 0.002  3.21 *** -0.001  -1.18 0.000  2.23 **
Occupdu1(パート) -0.154  -0.92 1.532  2.46 ** -0.229  -0.59 0.025  0.09 1.972  2.41 ** 0.326  1.13
Occupdu2(嘱託) 0.281  2.41 ** -0.033  -0.04 2.224  0.81 2.016  7.32 *** 1.798  0.87 -0.215  -0.91
Occupdu3(家族従業員) 0.348  1.17 1.372  0.89 --- --- 2.118  6.24 *** -0.557  0.70 0.507  1.82 *
Occupdu4(無業) -0.044  -0.25 -0.322  -0.39 0.798  3.60 *** 0.352  0.78 1.376  1.51 0.227  1.64
constant 1.038  1.72 * 6.744  2.38 ** 6.272  -0.33 -3.005  -2.93 *** 2.018  0.64 -0.120  -0.15

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2
rho
Log likehood
Likelihood ratio test of rho=0
Prob>=chibar2

inc(年収) -0.002  -1.16 -0.003  -0.95 -0.015  -2.94 *** 0.004  2.16 ** -0.001  -0.60 -0.003  -1.75 *
inc＾2(年収の2次項) 0.000  0.58 0.000  0.66 0.000  2.44 *** 0.000  -3.73 *** 0.000  0.07 0.000  1.32
age(年齢) 0.006  0.09 -0.010  -0.07 -0.361  -1.55 -0.228  -1.30 0.102  0.77 -0.071  -0.53
age^2(年齢の2次項) -0.006  -1.32 -0.012  -0.93 0.013  0.85 0.005  0.46 -0.010  -1.48 -0.004  -0.39
dep (貯蓄) 0.001  0.93 0.001  1.76 * 0.001  1.19 0.001  1.32 0.001  2.56 ** 0.001  2.08 **
Occupdu1(パート) -0.214  -1.15 -0.027  -0.05 -0.244  -0.55 -0.097  -0.28 0.124  0.38 0.034  0.10
Occupdu2(嘱託) 0.169  0.82 0.344  0.73 1.739  6.80 *** 0.842  3.82 *** 1.120  6.61 *** 0.135  0.20
Occupdu3(家族従業員) --- --- -0.263  -0.75 4.391  2.64 *** 0.470  1.05 -0.090  -0.16 2.515  4.28 ***
Occupdu4(無業) 0.244  1.09 0.562  0.63 -0.277  -0.67 0.034  0.08 0.438  1.02 0.516  1.85 *
constant 1.428  2.28 ** 1.013  0.57 --- --- 0.375  0.29 -0.290  -0.22 -1.177  -0.77

診断テスト
サンプル数

グループ数
Wald chi2

inc(年収) -0.003  -0.99 -0.001  -0.58 -0.005  -1.28 0.000  0.02 -0.001  -1.17 -0.001  -0.74
inc＾2(年収の2次項) 0.000  0.58 0.000  0.92 0.000  0.74 0.000  -0.18 0.000  0.78 0.000  -0.04
age(年齢) -1.056  -3.95 *** -0.023  -0.24 -0.269  -1.66 * -0.804  -3.33 *** -0.087  -0.74 -0.090  -1.32
age^2(年齢の2次項) 0.037  2.44 ** -0.007  -1.14 0.007  0.46 0.026  1.84 * -0.003  -0.37 0.000  0.07
dep (貯蓄) 0.002  2.89 *** 0.000  0.28 0.003  4.36 *** 0.002  3.05 ** 0.000  0.69 0.000  0.99
Occupdu1(パート) 0.682  1.30 0.259  0.82 0.000  0.00 0.955  1.90 * -0.031  -0.11 -0.043  -0.17
Occupdu2(嘱託) -0.287  -0.40 1.392  2.38 ** 1.217  4.42 *** 0.000  0.00 0.346  0.97 0.289  2.09
Occupdu3(家族従業員) -0.678  -1.05 0.533  0.84 1.988  4.92 *** 1.398  1.29 2.273  5.96 *** -0.192  -0.44
Occupdu4(無業) 0.249  0.48 0.944  2.51 *** 1.069  4.76 *** 0.416  0.77 0.403  1.35 0.025  0.09
constant 10.395  4.95 *** -1.782  -1.22 -1.724  -1.18 5.221  2.50 ** -0.940  -0.91 1.672  1.81

診断テスト
サンプル数
グループ数
Wald chi2

31～34歳

大学・大学院卒 親の所得499万円以下 親の所得500～999万円以下

397
233

135.97
92

151.50

355
108

495.38
91

27.96

0.000 0.000

推計値

273 302

169.33
0.00

491
156

--- 0.000 0.000

211
452.74
0.92

-186.89

466
64.51
0.94

専門・専修卒

146 264 466 211

30.17

24～26歳 27～30歳

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値

町村

推計値 推計値 推計値

被説明変数：同居ダミー
(親と同居=1,親と別居=0) 漸近的t値

13大都市 その他の市

推計値 推計値

480 797 1,472 932

38.98 39.32 64.51 452.74
--- 0.95 0.94 0.92
--- -168.65 -340.29 -186.89
--- 182.81 343.96 169.33

被説明変数：同居ダミー
(親と同居=1,親と別居=0)

漸近的t値

漸近的t値 漸近的t値

高校卒 短大・高専卒

推計値

推計値 推計値 推計値

長女 長女以外 父親の年齢55歳以下 父親の年齢56歳以上

870

漸近的t値 漸近的t値

932

母親就業経験なし 母親就業経験あり

推計値

-340.29
343.96

1,472

364 413 817

漸近的t値

被説明変数：同居ダミー
(親と同居=1,親と別居=0)

漸近的t値 漸近的t値

漸近的t値

推計値

推計値 推計値

330
208

56.30

推計値漸近的t値 推計値

316 114 144 236 271

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値

1,029
160

33.58 50.92

推計値 推計値

524

28.8838.15 29.28 78.08

注） ***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意。 

 

 

 



表 34 基本統計量と相関係数（未婚継続サンプル） 

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

owninc (本人収入，万円） 998 288.49    139.40     0 1,120     
dep （貯蓄，万円） 880 316.26    279.24     1 1,540     
marry1* （結婚意思　まもなくする） 782 1.03    0.18     1 2     
marry2* （結婚意思　すぐしたい） 782 1.18    0.39     1 2     
marry3* （結婚意思　いずれしたい） 782 1.56    0.50     1 2     
marry4* （結婚意思　必ずしもしなくてよい） 782 1.20    0.40     1 2     
marry5* （結婚意思　したくない） 782 1.02    0.15     1 2     
child1* （出産意思　是非ほしい） 374 1.33    0.47     1 2     
child2* （出産意思　条件によって欲しい） 374 1.23    0.42     1 2     
child3* （出産意思　ほしくない） 374 1.43    0.50     1 2     
edudu1* (本人学歴　高卒） 221 1.41    0.49     1 2     
edudu2* (本人学歴　専門学校卒） 221 1.18    0.39     1 2     
edudu3* (本人学歴　短大卒） 221 1.26    0.44     1 2     
edudu4* (本人学歴　大卒） 221 1.15    0.36     1 2     

変数

注） * Yes=1、No=2。 



表 35 推計結果(未婚継続サンプル) 

inc(年収) 0.000  -0.02 -0.004  -2.00 ** -0.003  -1.18 -0.001  -0.24 -0.002  -0.89 0.001  1.47
inc＾2(年収の2次項) 0.000  -1.41 0.000  1.94 * 0.000  0.69 0.000  -0.75 0.000  0.84 0.000  -0.79
age(年齢) -0.103  -1.14 -0.204  -1.22 -0.196  -4.11 *** -0.135  -0.46 -0.112  -0.53 -0.014  -0.16
age^2(年齢の2次項) -0.001  -1.32 0.008  0.68 0.015  4.41 *** 0.002  -0.39 0.007  0.26 -0.011  -0.75
dep (貯蓄) 0.002  2.96 *** 0.000  0.30 0.002  2.62 *** 0.001  2.39 ** 0.000  0.08 0.001  1.74 *
Occupdu1(パート) -0.404  -1.64 0.196  0.52 -0.148  -0.40 -0.293  -0.81 -0.029  -0.06 0.515  1.22
Occupdu2(嘱託) 0.431  2.96 *** -0.074  -0.28 1.125  2.16 ** 2.068  6.45 *** 0.370  1.63 -0.608  -2.23 **
Occupdu3(家族従業員) 0.191  0.33 1.926  4.77 *** --- --- 2.249  3.76 *** -0.547  -0.93 0.579  3.83 ***
Occupdu4(無業) 0.165  0.78 -0.495  -0.92 0.310  3.92 *** 0.267  0.36 0.347  0.47 0.183  1.62
constant 1.322  1.18 1.565  1.41 0.433  0.42 -1.843  -1.12 1.845  0.93 -0.173  -0.18
診断テスト

サンプル数
グループ数
Wald chi2

inc(年収) -0.002  -0.55 -0.007  -1.57 -0.010  -2.66 *** 0.009  2.15 ** 0.001  0.19 -0.003  -1.47
inc＾2(年収の2次項) 0.000  -0.14 0.000  0.77 0.000  2.48 ** 0.000  -1.94 * 0.000  -0.66 0.000  1.23
age(年齢) 0.001  0.01 0.154  1.72 -0.177  -0.60 -0.529  -1.83 * 0.002  0.01 -0.223  -1.01
age^2(年齢の2次項) -0.003  -0.37 -0.023  -3.05 0.007  0.38 0.023  1.16 -0.012  -0.70 0.012  0.58
dep (貯蓄) 0.001  2.11 ** 0.003  2.25 * 0.000  0.21 0.005  2.86 *** 0.002  2.33 ** 0.002  3.03 ***
Occupdu1(パート) -0.146  -0.67 -0.504  -0.70 -0.835  -1.56 -1.495  -2.22 ** 3.355  6.39 *** -0.213  -0.52
Occupdu2(嘱託) 0.713  3.71 *** -0.251  -0.52 1.180  4.51 *** --- --- 1.618  5.71 *** 1.059  3.61 ***
Occupdu3(家族従業員) 1.784  5.71 *** -0.263  -0.75 4.672  2.44 ** 2.991  4.55 *** 0.049  0.07 --- ---
Occupdu4(無業) 0.615  1.00 --- --- -0.529  -1.18 0.386  0.49 0.732  1.08 0.342  1.05
constant -1.238  -0.86 2.530  1.21 --- --- -0.311  -0.15 -4.256  -1.76 1.157  0.90
診断テスト

サンプル数
グループ数
Wald chi2

inc(年収) -0.005  -2.17 ** -0.017  -2.60 *** -0.002  -0.63 -0.011  -1.12 -0.001  -1.34
inc＾2(年収の2次項) 0.000  1.32 0.000  1.33 0.000  0.90 0.000  0.79 0.000  1.06
age(年齢) -0.360  -1.52 -0.366  -1.47 -0.023  -0.16 -1.177  -3.42 *** -0.015  -0.14
age^2(年齢の2次項) 0.005  0.27 0.002  0.12 -0.007  -0.80 0.082  2.90 *** -0.003  -0.42
dep (貯蓄) 0.002  2.37 ** 0.003  3.03 *** 0.000  -0.24 0.003  3.07 *** 0.001  2.37
Occupdu1(パート) -0.144  -0.29 -0.965  -1.83 * 0.481  0.84 -0.224  -0.32 -0.317  -1.04
Occupdu2(嘱託) 0.971  0.73 -0.852  -0.94 1.595  2.18 ** 0.956  1.84 ** -0.073  -0.28
Occupdu3(家族従業員) 1.695  3.34 *** -1.678  -2.03 ** 2.524  5.69 *** 2.006  4.47 *** 3.266  0.26
Occupdu4(無業) -0.302  -0.46 1.029  1.31 0.943  1.33 0.779  1.88 * -0.048  -0.13
constant 1.352  0.60 13.182  4.38 *** -3.667  -1.60 2.817  1.02 -1.080  -0.09
診断テスト

サンプル数
グループ数
Wald chi2
rho
Log likehood
Likelihood ratio test of rho=0
Prob>=chibar2

---
------ 0.00

549
121

12.43

--- ---

---

父親の年齢56歳以上

推計値 漸近的t値

--- 101.83 --- ---
--- -108.81 ------ ---
--- 0.93 --- ---

146.06 48.5367.10 30.30

238 23099 647

118 108

55 144 56 53

推計値

175.87 37.76

漸近的t値漸近的t値 漸近的t値

親の年収1000万円以上 長女

推計値漸近的t値推計値 推計値

長女以外 父親の年齢55歳以下

親の所得499万円以下 親の所得500～999万円以下

227

高校卒 専門・専修卒

72.24

漸近的t値推計値

197

37.65

85.60 28.96 444.47

238 200

20

67 38 53 44

短大・高専卒 大学・大学院卒

漸近的t値

漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値 漸近的t値 推計値 漸近的t値

84
44.83 30.08 34.58 81.21 34.64

81 114 27 107

推計値

340 487 105 457 381 94

漸近的t値 漸近的t値 推計値

被説明変数：同居ダミー
(親と同居=1,親と別居=0)

推計値

296 163

推計値 推計値 推計値

被説明変数：同居ダミー
(親と同居=1,親と別居=0)

漸近的t値 漸近的t値推計値 推計値

被説明変数：同居ダミー
(親と同居=1,親と別居=0)

13大都市 その他の市 31～34歳

推計値 推計値 漸近的t値

町村 24～26歳 27～30歳

注） ***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意。 
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引用： 玄田（2001）図 1-1 

出所： 総務省統計局「労働力調査特別調査」 

注） 離職失業者とは、前についていた仕事をやめて現在失業している人々をさす。完全失業者に

それ以外、以前は専業主婦であった、学生であった場合も含まれている。 


